
消火水利の効果的な整備及び維持管理を行うことにより、迅速で効果的な消
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 防活動体制を整え、火災等から被害の軽減を図る。
展開方向

　消防水利の基準に基づき、計画的に消防水利の整備を図るとともに、既設消防水利の維持管理を行う。 　前年１０月：予算編成に合わせ、水道局事業計画に基づき、整備箇所及び改良箇所等の協議を実施。
　そのため、経費負担協定に基づき水道事業者と協議を行い、計画的に消火栓の整備を実施、既設消火栓の 　　　　４月：防火水槽賠償責任保険への加入
改良、修繕を実施する。 当該年度 　　　１２月：所有者に対する消防水利用用地賃貸借料の支払い　

執行計画 　　　　３月：水道局への経費負担金の支払い
(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　消火栓標示焼付けの実施

　　　随　時：不備消防水利の修繕、消防水利データの管理
消防水利新設数 想定値 8当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防水利の適正管理と計画的な整備を図る。 直接 消防水利の充足率 % 72 73
市ホームページ上での消防水利情報の提供。

令和 3年度 消防水利の適正管理と計画的な整備を図る。 直接 消防水利の充足率 % 74

令和 4年度 消防水利の適正管理と計画的な整備を図る。 直接 消防水利の充足率 % 75

　
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消火栓維持管理負担金 14,000 消火栓維持管理負担金 14,000 11,405 消火栓維持管理負担金 14,000 消火栓維持管理負担金 14,000
消火栓表示焼付け 120 消火栓表示焼付け 130 129 消火栓表示焼付け 130 消火栓表示焼付け 130
防火水槽修繕 200 防火水槽修繕 200 50 防火水槽修繕 200 防火水槽修繕 200
施設賠償責任保険（防火水槽） 18 施設賠償責任保険（防火水槽） 19 19 施設賠償責任保険（防火水槽） 19 施設賠償責任保険（防火水槽） 19
消防施設土地賃借料 1,357 消防施設土地賃借料 1,332 1,312 消防施設土地賃借料 1,332 消防施設土地賃借料 1,332
通信運搬費 10 通信運搬費 10 10 通信運搬費 10 通信運搬費 10
防火水槽解体工事費 1,828 防火水槽解体工事費 1,694 968 防火水槽解体工事費 1,694 防火水槽解体工事費 1,694

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 17,533 合　　計 17,385 13,893 合　　計 17,385 合　　計 17,385
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 17,533 17,385 13,893 17,385 17,385

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.23 0.25 0.25 0.23 0.23
正職員人件費 2,024 2,175 2,175 2,001 2,001

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 19,557 19,560 16,068 19,386 19,386
(11)単位費用

2,444.63千円／件 2,445千円／件 3,213.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　消火活動において最も重要な消防水利を確実に確保し、常に良好な状態に維持管理する必要があるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

災害時に必要な消防水利を確保している。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 消防力の整備指針による水利の基準に準じている。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
72 73 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

開発行為に伴う新設水利の設置指導を適切に実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 72 98.63
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 19,560 △3 16,068 82.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

消防水利に関する修繕数が少なかった。

△0.02

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 消防水利に関する修繕数が少なかった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.37

% 10万円 0.45 121.62

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、災害時における消火活動を確実に行う上で不可欠な事業であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 938 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防水利の整備、維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 19,560 千円 (うち人件費 2,175 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 　消防活動に重要な施設である



等の整備及び維持管理を行うことにより、消防団の活動を効率的なものにするととも
施策目的・

(2)目的 どの関係機関と連携しながら、各種防火・防災訓練や住宅用火災警報器の設置促進などに努め、地域防災力 事業目的 に、安全管理を図ることにより市民の生命と財産を守るという目的に寄与するため。
展開方向

の強化を図ります。
　消防団の活動用装備品等の整備及び維持管理を行なう。 １　消防団員に対する貸与品の貸与

２　貸与物品等の管理状況の確認（随時）
当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

貸与品の貸与件数 想定値 35当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 35

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防団員の貸与品貸与率の向上を図る。 直接 貸与品の貸与率（貸与規則貸与物品の充足率） % 86 85

令和 3年度 消防団員の貸与品貸与率の向上を図る。 直接 貸与品の貸与率（貸与規則貸与物品の充足率） % 90

令和 4年度 消防団員の貸与品貸与率の向上を図る。 直接 貸与品の貸与率（貸与規則貸与物品の充足率） % 95

　貸与品を全て規定どおりに整備すること及び耐用年数内に更新を図っていくことが理想であるが、最低限活動に対し、安全管
(7)事業実施上の課題と対応 理の向上を目的とした貸与品等を優先的に、計画的に整備していくことで対応を図っていきたい。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（貸与品用） 895 消耗品費（貸与品用） 1,011 1,010 消耗品費（貸与品用） 1,011 消耗品費（貸与品用） 1,011
備品修繕料 100 備品修繕料 85 0 備品修繕料 85 備品修繕料 85

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 995 合　　計 1,096 1,010 合　　計 1,096 合　　計 1,096
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 995 1,096 1,010 1,096 1,096

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.34 0.34 0.34 0.34 0.34
正職員人件費 2,992 2,958 2,958 2,958 2,958

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,987 4,054 3,968 4,054 4,054
(11)単位費用

113.91千円／件 115.83千円／件 113.37
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市の防災体制の一翼を担う消防団員の安全管理用装備品及び活動用資機材の整備を図る必要があることから。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域防災の担い手である消防団員の安全管理装備品等は、遅延することなく整備する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の条例により組織される消防団員の貸与品及び装備品につ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 いては、市が実施するべきである。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当無し

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
86 85 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新入団員を含めた消防団員からの要望に対して、活動服をはじめとする貸与品を
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 85 100

適正に貸与できたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,054 △67 3,968 97.88
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.1

% 10万円 2.14 101.9

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
消防団員が安全な活動を行うために、消防団員貸与品を計画的に整備（更新）する必要があり、今後も継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 939 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防団体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防団装備品等の整備及び維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.34 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,054 千円 (うち人件費 2,958 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

消防団員の確保に取り組むとともに、市民の防火・防災意識を一層高めるため、消防団や女性防火クラブな 　消防団の活動装備品



維持管理を図り、消防団活動の拠点機能を保持することを目的とする。
施策目的・

(2)目的 どの関係機関と連携しながら、各種防火・防災訓練や住宅用火災警報器の設置促進などに努め、地域防災力 事業目的
展開方向

の強化を図ります。
消防団の活動環境を整えるため、消防団施設の改築及び維持管理を行なうことを内容とする。 賠償責任保険への加入（火の見櫓・ホース乾燥塔）
消防団器具置場の老朽化に伴い、改築を目的とした事業を進める。 器具置場、火の見櫓、ホース乾燥塔、随時修繕実施

当該年度 器具置場維持管理
執行計画

(3)事業内容 内　　容

消防団施設の整備・修繕件数 想定値 3当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防団施設の維持管理を図ることにより活動拠点としての機能を維持及び改善する。 直接 適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） % 85 87

令和 3年度 　消防団施設の維持管理を図ることにより活動拠点としての機能を維持する。 直接 　適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） % 90

令和 4年度 　消防団施設の維持管理を図ることにより活動拠点としての機能を維持する。 直接 　適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） % 93

　修繕等では対応しきれない器具置場等の老朽化に伴う器具置場等の更新が課題であるが、公共施設管理計画の中で対応を図っ
(7)事業実施上の課題と対応 ていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

光熱水費 750 光熱水費 677 599 光熱水費 677 光熱水費 677
その他保険料 30 その他保険料 28 28 その他保険料 28 その他保険料 28
放送受信料 160 放送受信料 176 158 放送受信料 176 放送受信料 176
施設修繕料 400 施設修繕料 400 380 施設修繕料 400 施設修繕料 400

＊ 第９分団器具置場（補助・起債対象） ＊ 第２分団器具置場整備事業 ＊ 第２分団器具置場整備事業 ＊ 第２分団器具置場整備事業
＊ 器具置場新築工事費 31,891 その他保険料 1 ＊ 土地境界確定測量に伴う登記手数料 1,229 ＊ 第２分団器具置場設計委託 2,072
＊ 工事監理業務委託費（新築・解体） 1,677 流用による増額（９５８から）

実施内容 ＊ 旧器具置場解体工事費 4,002
＊ 登記費 90

(8)施行事項
費　　用 ＊ 施設備品購入費（起債対象外） 121

＊ 第２分団器具置場
＊ 移転整備候補用地測量・用地取得鑑定
＊ ※第２分団器具置場整備は地権者との
＊ 　交渉が整い次第実施
＊ 補助金 15,944,000×1/6≒2,657,000（
＊ 起債 　

新築分（30,260,169+1,413,114+90,000
≒29,100,000円（10万未満切り捨て）

＊ 解体分（2,968,465+138,624）×0.9 　
≒2,700,000円（10万未満切捨て）

予算(決算)額 合　　計 39,121 合　　計 1,282 1,165 合　　計 2,510 合　　計 3,353
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 16.6 ％ 2,657 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 16.6 ％ 2,706
起債 充当率 100 ％ 31,800 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 100 ％ 38,200

(9)財源内訳
一般財源 4,664 1,281 1,164 2,510 △37,553

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 1 1 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.17 0.18 0.18 0.17 0.17
正職員人件費 1,496 1,566 1,566 1,479 1,479

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 40,617 2,848 2,731 3,989 4,832
(11)単位費用

13,539千円／件 949.33千円／件 910.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　我孫子市の防災体制の一翼を担う消防団の活動を支えるため、消防団の器具置場をはじめとした種々の施設を維持管理 ●①事前確認での想定どおり
し、消防団の活動環境を整備する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当初想定していた修繕件数のため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の防災拠点、地域住民の安心安全を守る施設として、市が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 実施することが不可欠である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
85 87 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

緊急性及び必要性を適切に判断し、修繕を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 85 97.7
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,848 37,769 2,731 95.89
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

92.99

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.05

% 10万円 3.11 101.97

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、消防団施設維持管理という施策の実現に効率的な事業となっているため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 940 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防団体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防団施設維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.18 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,847 千円 (うち人件費 1,566 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,848 千円 (うち人件費 1,566 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

消防団員の確保に取り組むとともに、市民の防火・防災意識を一層高めるため、消防団や女性防火クラブな 施設の改築及び



資機材等装備品の整備、維持管理を図り、市民の安全な暮らしの実現に
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 寄与することを目的とする。
展開方向

　資機材の維持管理のため、保守点検、修繕、消耗品・備品等、装備品の整備を進めることにより災害現場 保守点検：空気ボンベ充填機・ガス測定器・呼吸器、面体
での消防活動体制の確保を図る。 資機材整備：ホース・空気ボンベ・その他警防活動用物品

当該年度 修繕：随時実施
執行計画 ボンベ管理：随時実施

(3)事業内容 内　　容

資機材点検・修繕件数 想定値 10当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 11

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 装備資機材を常に良好な状態に維持管理する 直接 適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） % 100 100

令和 3年度 装備資機材を常に良好な状態に維持管理する 直接 適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） % 100

令和 4年度 装備資機材を常に良好な状態に維持管理する 直接 適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） % 110

　車両の更新整備等の延長により使用資機材の長期使用が進んでいる中、点検や修繕等に係る割合が高くなる傾向にあるが、職
(7)事業実施上の課題と対応 員の安全確保を主眼に計画的に装備品の更新、増強を進めていきたい。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

警防活動用消耗品 764 警防活動用消耗品 523 496 警防活動用消耗品 523 警防活動用消耗品 523
警防資機材修繕 300 警防資機材修繕 130 122 警防資機材修繕 130 警防資機材修繕 130
空気ボンベ耐圧検査 163 空気ボンベ耐圧検査 277 275 空気ボンベ耐圧検査 277 空気ボンベ耐圧検査 277
空気ボンベ廃棄 40 空気ボンベ廃棄 93 17 空気ボンベ廃棄 93 空気ボンベ廃棄 93
警防資機材保守点検料 2,965 警防資機材保守点検料 503 475 警防資機材保守点検料 503 警防資機材保守点検料 503
警防活動備品購入費 1,176 警防活動備品購入費 1,163 1,155 警防活動備品購入費 1,163 警防活動備品購入費 1,163
空気ボンベ購入費 945 空気ボンベ購入費 1,205 994 空気ボンベ購入費 1,205 空気ボンベ購入費 1,205

実施内容 訓練用工作物原材料 70 訓練用工作物原材料 70 69 訓練用工作物原材料 70 訓練用工作物原材料 70
旅費 5 旅費 6 6 旅費 6 旅費 6

(8)施行事項
費　　用 容器所有者登録手数料 13

※令和２年度より無線に係る予算を
　事務事業№2239に移行

予算(決算)額 合　　計 6,428 合　　計 3,970 3,609 合　　計 3,983 合　　計 3,970
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,428 3,970 3,609 3,983 3,970

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.24 0.21 0.21 0.24 0.24
正職員人件費 2,112 1,827 1,827 2,088 2,088

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,540 5,797 5,436 6,071 6,058
(11)単位費用

854千円／件 579.7千円／件 494.18
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防の任務である市民の生命、財産を守るため、災害に対応できる装備の整備と維持管理を実施する必要があるため ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

各種災害に対応するため、定期的な装備の整備及び維持管理が必要であり、事前確認のとおり概ね実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法に基づき市が行う事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

修繕点検計画に基づき、実施することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 110 110
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,797 2,743 5,436 93.77
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

修繕件数が例年より少なかったため。

32.12

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 修繕件数が例年より少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.73

% 10万円 2.02 116.76

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、各種災害に対応するため、定期的な装備の整備及び維持管理が必要であり、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 942 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防装備の維持管理事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.21 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,797 千円 (うち人件費 1,827 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 　消防活動に欠かすことのできない



対応するため、千葉県を含む全国の消防本部との協力及び応援体制を確
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 立する。
展開方向

　緊急消防援助隊及び千葉県消防広域応援隊として応援・受援計画に伴う出動要請に対応するための資器材 １０月：市防災訓練（大規模災害対応訓練）参加・活動拠点設営訓練
を整備し関東及び千葉県隊合同ブロック訓練に参加することで広域での活動のノウハウと資器材使用法を体 １１月：緊急消防援助隊出動要請対応図上訓練・非常召集、初動対応訓練
得し出動要請に対応する。 当該年度 　　　　緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練参加
　 執行計画 　１月：千葉県消防広域応援隊合同訓練参加

(3)事業内容 内　　容 　３月：緊急消防援助隊出動要請対応図上訓練・非常召集、初動対応訓練

緊急消防援助隊出動及び訓練参加 想定値 5当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 緊急消防援助隊（応援・受援）対応整備を充実させ、安全管理の徹底が図られ効果的な活動が出来る。 直接 緊急消防援助隊応援受援マニュアル/現在の保有状況 % 91 92

令和 3年度 緊急消防援助隊（応援・受援）対応整備を充実させ、安全管理の徹底が図られ効果的な活動が出来る。 直接 緊急消防援助隊応援受援マニュアル/現在の保有状況 % 92

令和 4年度 緊急消防援助隊（応援・受援）対応整備を充実させ、安全管理の徹底が図られ効果的な活動が出来る。 直接 緊急消防援助隊応援受援マニュアル/現在の保有状況 % 92

　資機材や物資の輸送能力の向上を今後の課題として検討していきたい。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

訓練・出動時食糧費 106 訓練・出動時食糧費 53 0 訓練・出動時食糧費 106 訓練・出動時食糧費 106
有料道路使用料 15 有料道路使用料 9 0 有料道路使用料 15 有料道路使用料 15
旅費 45 旅費 28 0 旅費 45 旅費 45
燃料費 10 燃料費 10 0 燃料費 10 燃料費 10
緊急消防援助隊負担金 72

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 248 合　　計 100 0 合　　計 176 合　　計 176
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 248 100 0 176 176

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.29 0.23 0.23 0.29 0.29
正職員人件費 2,552 2,001 2,001 2,523 2,523

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,800 2,101 2,001 2,699 2,699
(11)単位費用

560千円／回 420.2千円／回 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　大規模災害に対する広域的な消防体制の構築が進められている中、我孫子市として他市への応援体制及び受援体制の構 ○①事前確認での想定どおり
築が必要であるため。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により緊急消防援助隊合同訓練が中止となった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 千葉県消防広域応援隊及び緊急消防援助隊は、市・県及び国

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が主体となり確立する必要があるため、市が実施する必要が
□その他 　促進された ある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
91 92 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により緊急消防援助隊合同訓練が中止となった
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 91 98.91
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,101 699 2,001 95.24
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

24.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響により緊急消防援助隊

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 合同訓練が中止となった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.38

% 10万円 4.55 103.88

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、大規模災害対応に必要不可欠な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 943 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 緊急消防援助隊対応事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.23 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,101 千円 (うち人件費 2,001 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 　地震・水災等の大規模災害発生に



を事業者と協議・指導することによって、消防体制の強化を図る。
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的
展開方向

　我孫子市開発行為に関する条例に基づいた指導基準により営利を目的とした事業主と開発行為又は、建築 ・事業者との事前協議
行為に関する消防施設の設置について協議し指導を行なう。 ・事業者との協議書締結
・内容：事業者の申請により事前協議を実施する。 当該年度 ・協議書に基づいて消防施設中間検査
　　　：事業者の申請により協議書を締結する。 執行計画 ・協議書に基づいて消防施設完成検査

(3)事業内容 内　　容 　　　：消防施設の中間検査・完成検査を実施する。

開発協議の件数 想定値 40当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 35

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 開発行為に関する条例に基づき、指導基準に適合した消防施設の設置を事業者に指導し、安全で安心な住環境を維持する。 直接 適正に設置された消防施設の整備率 % 100 100

令和 3年度 開発行為に関する条例に基づき、指導基準に適合した消防施設の設置を事業者に指導し、安全で安心な住環境を維持する。 直接 適正に設置された消防施設の整備率 % 100

令和 4年度 開発行為に関する条例に基づき、指導基準に適合した消防施設の設置を事業者に指導し、安全で安心な住環境を維持する。 直接 適正に設置された消防施設の整備率 % 100

　消防水利設置不能地区への開発及び建築行為申請に対して、指導方法について業者への不利益を最小限に抑えるための対策が
(7)事業実施上の課題と対応 必要であり、消防設備の追加設置等による対応について、予防課との検討を進める必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

開発行為・建築行為等に伴う 0 開発行為・建築行為等に伴う 0 0 開発行為・建築行為等に伴う 0 開発行為・建築行為等に伴う 0
消防水利等設置指導 消防水利等設置指導 消防水利等設置指導 消防水利等設置指導

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23
正職員人件費 2,024 2,001 2,001 2,001 2,001

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,024 2,001 2,001 2,001 2,001
(11)単位費用

50.6千円／件 50.03千円／件 57.17
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　我孫子市開発行為に関する条例に基づく、消防の基準により災害が発生した場合の消防隊の防御体制を確立させるため ●①事前確認での想定どおり
に必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

開発行為や建築行為に対し、消防活動に支障のない消防施設等の設置に係る協議指導が必要であり、想定どおりであった
。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 条例に基づき消防活動上の施設及び水利等を確保する必要が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 あるため、市が主体で指導を実施した。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請件数が当初見込みより少なかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 88 88
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,001 23 2,001 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 申請件数が当初見込みより少なかった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5

% 10万円 4.4 88

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、基準に準じた適正な指導を実施し、災害発生時には確実な消防活動を実施できるように、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 944 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 開発行為の指導・協議 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.23 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,001 千円 (うち人件費 2,001 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 開発行為に伴う消防施設の適正な設置



防団員の人事・報酬・表彰事務を徹底することにより、消防団員の就業環境の整備を推進する。　　　
施策目的・

(2)目的 どの関係機関と連携しながら、各種防火・防災訓練や住宅用火災警報器の設置促進などに努め、地域防災力 事業目的 　　　　　　　　
展開方向

の強化を図ります。
　消防団員の入退団、階級編成等の消防団人事管理事務、報酬や出動手当の支給事務及び表彰事務を行なう ４月：団人事異動に伴う、データ入力及び辞令交付
ことにより、消防団活動を側面よりサポートする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ８月・２月：消防団員入校事務
　　 当該年度 ８月・９月・１０月・１月・３月：表彰事務、健康診断（１０月）

執行計画 四半期ごと：団員報酬及び費用弁償の支給事務
(3)事業内容 内　　容 随時：消防団員入団、退団事務

随時：公務災害補償等事務・退職報償金等事務
　人事・報酬・表彰事務年間処理件数 想定値 950当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 850

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 人事管理・報酬・表彰事務の的確な執行により消防団活動を円滑に推進する。 直接 適正管理率（処理実施件数/処理必要件数） % 100 100

令和 3年度 人事管理・報酬・表彰事務の的確な執行により消防団活動を円滑に推進する。 直接 適正管理率（処理実施件数/処理必要件数） % 100

令和 4年度 人事管理・報酬・表彰事務の的確な執行により消防団活動を円滑に推進する。 直接 適正管理率（処理実施件数/処理必要件数） % 100

減少傾向にある消防団員数について、処遇改善・環境整備等を計画的に実施し、消防団員数の確保に努めたい。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消防団員報酬 10,325 消防団員報酬 10,142 9,688 消防団員報酬 10,142 消防団員報酬 10,142
公務災害補償等掛金 6,204 公務災害補償等掛金 6,204 6,203 公務災害補償等掛金 6,204 公務災害補償等掛金 6,204
費用弁償 11,581 費用弁償 10,922 1,555 費用弁償 10,922 費用弁償 10,922
出初式表彰報償費 30 出初式表彰報償費 30 28 出初式表彰報償費 30 出初式表彰報償費 30
消耗品費 37 健康診断委託料 385 239 健康診断委託料 385 健康診断委託料 385
健康診断委託料 539 通信運搬費 45 39 通信運搬費 45 通信運搬費 45
通信運搬費 45 旅費 4 0 旅費 4 旅費 4

実施内容 有料道路・駐車場使用料 3 消耗品費 37 36 消耗品費 37 消耗品費 37
旅費 4 研修負担金 97 0 研修負担金 97 研修負担金 97

(8)施行事項
費　　用 消防団員報酬（３月補正） △400

健康診断委託料（３月補正） △146

予算(決算)額 合　　計 28,768 合　　計 27,320 17,788 合　　計 27,866 合　　計 27,866
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 28,768 27,320 17,788 27,866 27,866

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.37 0.3 0.3 0.37 0.37
正職員人件費 3,256 2,610 2,610 3,219 3,219

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 32,024 29,930 20,398 31,085 31,085
(11)単位費用

33.71千円／件 31.51千円／件 24
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　条例に基づく、消防団の人事・報酬事務を行なう必要があるため。 ●①事前確認での想定どおり
　また、消防団の士気高揚と日頃の苦労に報いるため表彰事務を行う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

概ね想定したとおりの事業費で実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 条例により組織される消防団の人事・報酬・表彰事務を行う

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ため、市が実施しなければならない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

消防団員の出動件数の減少により費用弁償が想定を下回った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 89 89
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 29,930 2,094 20,398 68.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルスによる消防団の出動件数が削減された。

6.54

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 消防団の出動件数減少により費用が削減されたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.33

% 10万円 0.44 133.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は消防団人事・報酬・表彰等という施策の実現に効率的な事業となっているため、引き続き推進していく

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 945 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防団体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防団人事・報酬・表彰事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 30,476 千円 (うち人件費 2,610 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 29,930 千円 (うち人件費 2,610 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

消防団員の確保に取り組むとともに、市民の防火・防災意識を一層高めるため、消防団や女性防火クラブな 　消



療機関の救急隊員に対する指示・指導・助言体制の確立。又、救急隊員の質の向上を図るため、救急
施策目的・

(2)目的 図ります。また、市民自身の救命率を高めるため、応急手当や救命講習などの講習会を充実させていきます 事業目的 救命士を含む救急隊員の病院研修体制、事後検証体制の充実を図り救命率の向上を目的とする。
展開方向

。さらに、緊急性のない救急出動については民間の活用を促すとともに、適切な救急要請を行うようＰＲに
消防機関と救急医療機関の連携強化を図り救命率を向上させるため次の３つの体制を構築する。またこれら ４月：平和台病院・我孫子東邦病院・名戸ヶ谷あびこ病院・東京慈恵会医科大学附属柏病院・名戸ヶ谷病院
の体制構築に必要な協定及び契約を救急医療機関と締結する。 ・おおたかの森病院・柏厚生総合病院・柏市立柏病院・我孫子医師会とメディカルコントロールに係る協定
・救急救命士の処置に対する医療機関指導医師による指示・指導・助言体制 当該年度 ・契約の更新。
・救急救命士を含む救急隊員の病院研修体制 執行計画 年間を通し救命士の実習及び救急隊員の研修会・講習会の開催に係る調整と事務

(3)事業内容 内　　容 ・救急活動における事後検証体制 通年：東葛飾北部地域救急業務メディカルコントロール協議会に伴う会議、研修及び検証会

契約医療機関へ収容した件数 想定値 4,800当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 3,982

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 救急救命士の処置範囲の拡大及び救命士の再教育を含む救急隊員教育に必要な医療機関の確保 直接 救急活動に対する契約医療機関収容率（契約病院収容件数／全救急収 % 73 100
容件数×１００）

令和 3年度 救急救命士の処置範囲の拡大及び救命士の再教育を含む救急隊員教育に必要な医療機関の確保 直接 救急活動に対する契約医療機関収容率（契約病院収容件数／全救急収 % 100
容件数×１００）

令和 4年度 救急救命士の処置範囲の拡大及び救命士の再教育を含む救急隊員教育に必要な医療機関の確保 直接 救急活動に対する契約医療機関収容率（契約病院収容件数／全救急収 % 100
容件数×１００）

救急業務の更なる高度化を図るためには、メディカルコントロール体制が必要不可欠である。メディカルコントロール協議会に
(7)事業実施上の課題と対応 おいて、プロトコールの作成、常時指示体制、検証医による事後検証体制、救急救命士を含む救急隊員の資質の向上のための研 代替案検討 ○有 ●無

修体制の一層の充実を図る必要があり、メディカルコントロール体制に基づいた契約医療機関の確保について課題となる。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

旅費 4 旅費 7 0 旅費 7 旅費 7
役務費 125 役務費 125 99 役務費 125 役務費 125
委託料 360 委託料 511 511 委託料 441 委託料 442
負担金補助及び交付金 178 当初(441)流用増額(70) 負担金補助及び交付金 178 負担金補助及び交付金 178

負担金補助及び交付金 178 178

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 667 合　　計 821 788 合　　計 751 合　　計 752
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 667 821 788 751 752

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.6 0.6 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 5,220 5,220 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,067 6,041 6,008 5,101 5,102
(11)単位費用

1.28千円／件 1.26千円／件 1.51
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　平成３年に救急救命士法が施行され、３つの特定行為（除細動、器具を用いた気道確保、静脈路確保のための輸液）が ●①事前確認での想定どおり
実施できることとなり、平成１６年に気管挿管、平成１８年に薬剤投与が特定行為として追加され、また、平成２６年１ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 月厚生労働省から公布された「救急救命士法施行規則の一部を改正する省令」に基づき、心肺機能停止前の重度傷病者に ○要
   背景は？(事業の必要性) 対する静脈路確保及び輸液、血糖測定並びにブドウ糖の投与が新たに特定行為として認められた。救急救命士は、医師の ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

具体的指示を受けなければ、救急救命処置は行ってはならいことから、医師が救急救命士の応急処置等の質を保証するメ 救急業務メディカルコントロールは、救急隊員（救急救命士含む）等の質を保証するため重要であり、救急業務メディカ
ディカルコントロール体制の構築、医師等と緊密な連携を図ることにより救命率の向上につながる。 ルコントロール体制に基づく救急活動ができたため。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 東葛飾北部地域メディカルコントロール協議会に基づき実施 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない が定められている。 □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 救急隊員（救急救命士含む）等の質の向上が確保された。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当無し ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
73 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

救急業務の推進、各医療機関の取り決めにより実施した結果である。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 73 73
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,041 △974 6,008 99.45
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△19.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 救急業務の推進、各医療機関の取り決めにより実施した

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 結果である。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.66

% 10万円 1.22 73.49

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、救急隊員（救急救命士含む）が行う、救命処置に対する指導医師の指示及び評価が必要である。そのためには、事後検証を含めた各
種教育研修もメディカルコントロールとして必要不可欠である。また、救急救命士の救命処置範囲の拡大及び救急隊員（救急救命士含む）のプ
レホスピタルにおける質の向上を図るため、メディカルコントロール体制は今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 949 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 救急・救助体制の強化 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 メディカルコントロール体制の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,971 千円 (うち人件費 5,220 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,041 千円 (うち人件費 5,220 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70202 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

救急救助体制を強化・充実するため、人員の養成や装備の増強などに努めるとともに、広域での連携強化を 救急医



救命率を向上させるには、その場に居合わせた人（バイスタンダー）による応急手当てが必要である。救
施策目的・

(2)目的 図ります。また、市民自身の救命率を高めるため、応急手当や救命講習などの講習会を充実させていきます 事業目的 命講習を充実させ、市民に対し応急手当ての知識・技術の向上を図る。又　応急手当普及員を養成し、重要
展開方向

。さらに、緊急性のない救急出動については民間の活用を促すとともに、適切な救急要請を行うようＰＲに 性について普及啓発を図ることを目的とする。
　救急講習会実施日時を定め、広報あびこにより公募した市民や要望のあった市民グループ、事業所、小中 ・年間を通じ出前講座及び一般公募により救命講習を開催します。（指導隊との協議により開催）
高学生等に対し消防本部会議室や指定された場所へ出向し随時開催します。 ・１１月・３月：火災予防運動期間中に消防団員及び女性防火クラブ員を対象に普通救命講習会を開催しま
　講習会は、ＡＥＤの使用法を含めた心肺蘇生法及び止血法の実技を行う３時間（主に成人に対する普通救 当該年度 す。また、実施期間を計画し応急手当普及員の養成をしていきます。
命講習Ⅰ）（主に小児、乳児、新生児に対する普通救命講習Ⅲ）と４時間（普通救命講習Ⅰに実技・筆記試 執行計画 　

(3)事業内容 内　　容 験を含めた普通救命講習Ⅱ）の普通救命講習、普通救命講習の内容に加え傷病者の管理法、搬送法の実技を
行う８時間の上級救命講習会実施すると共に、市民の救命講習の導入コースとなる９０分の救命入門コース
、また、小学校５年生以上から中学生までを対象とした命の大切さを学ぶ応急手当チャレンジコースの実施 年間救急講習等受講者人数（一般・普通・上級・普及員講習会・応急 想定値 7,500当該年度
や応急手当普及員の養成に努めます。 手当チャレンジコース） 単位 人

活動結果指標 実績値 442

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 救急講習への理解を深め、ＡＥＤ等の取扱いを修得し応急手当ができるよう知識・技術の向上及び普及員の養成。幼少期からの 直接 年間救急講習等受講者人数（一般・普通・上級・普及員講習会・応急 人 442 8,000
育成を図る。 手当チャレンジコース）

令和 3年度 救急講習への理解を深め、ＡＥＤ等の取扱いを修得し応急手当ができるよう知識・技術の向上及び普及員の養成。幼少期からの 直接 年間救急講習等受講者人数（一般・普通・上級・普及員講習会・応急 人 8,000
育成を図る。 手当チャレンジコース）

令和 4年度 救急講習への理解を深め、ＡＥＤ等の取扱いを修得し応急手当ができるよう知識・技術の向上及び普及員の養成。幼少期からの 直接 年間救急講習等受講者人数（一般・普通・上級・普及員講習会・応急 人 8,000
育成を図る。 手当チャレンジコース）
市民に対して行う応急手当普及啓発の目的は、救命のための応急手当の手技を教えることはもちろんのこと、実際の救命現場に

(7)事業実施上の課題と対応 居合わせた市民が躊躇なく一次救命処置等を実施することにある。そのためには、受講者に分かり易く、習得しやすい講習会を 代替案検討 ○有 ●無
目指したカリキュラムを作成する必要があり、指導者は、最新の知識、指導技術を習得する必要がある。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費 369 需用費 377 49 需用費 377 需用費 377
備品購入費 193 備品購入費 199 195 備品購入費 199 備品購入費 198

救命講習普及啓発を行う１号嘱託職員 救命講習普及啓発を行う
2,172千円×0.6人 1,303 パートタイム会計年度任用職員 0.6人

（事務補助職員）1,985千円×0.6人
当初(1,191)減額補正(0)

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,865 合　　計 576 244 合　　計 576 合　　計 575
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,865 576 244 576 575

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42
正職員人件費 3,696 3,654 3,654 3,654 3,654

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,303 0 0 1,303 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,561 4,230 3,898 4,230 4,229
(11)単位費用

1.05千円／人 0.56千円／人 8.82
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　突然発症した重篤な傷病者を市民が救急隊の到着するまでの間に応急手当を実施することで、救命率が向上することは ○①事前確認での想定どおり
科学的根拠に基づき明らかとなっており、実施された場合と実施されなかった場合では、その予後に大きく影響する結果 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ が出ています。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　このことから、応急手当指導員の養成を図ると共に、市民に応急手当の知識と技術を普及啓発することは、救命効果の ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

更なる向上を図るうえで市の重要な事業となります。　 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、開催中止期間が長期に及んだため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 広報あびこに掲載し、計画的、定期的に開催している。講習に必要な資機材の整備を進め、受講者からのリクエストに応
実現が図られる え、応急手当の普及啓発に努める。

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 生涯学習部と連携し、広報あびこ等を活用して、市民、自治 新型コロナウイルス感染症に対する感染防止策を定めた、新 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 会、ＮＰＯ法人、事業所等へ応急手当の普及啓発活動を務め たな実施要領を策定し再開することが出来た。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ている。また、教育委員会と協力して、応急手当普及員の養 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 成に推進を図ります。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
442 8,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、開催中止が長期間に及んだため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 442 5.53
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,230 1,331 3,898 92.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

会計年度任用職員制度に移行することで、人件費が減額となった。

23.93

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、当初予定

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 していた講習会の開催数が大幅に減少し、予算執行額が

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 189.13 減少したため。

人 10万円 11.34 6

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
傷病者の予後を左右する応急手当の重要性について、今後も啓発をする必要があり重要な事業と考える。今後も継続し推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 951 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 救急・救助体制の強化 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 救命講習会及び応急手当普及員の養成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.42 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,421 千円 (うち人件費 3,654 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,230 千円 (うち人件費 3,654 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70202 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

救急救助体制を強化・充実するため、人員の養成や装備の増強などに努めるとともに、広域での連携強化を 　



広域での連携強化を 消防力の整備指針に基づいて、当市に必要な消防力を整備することは、市民の生命、身体及び財産を災害か
施策目的・

(2)目的 図ります。また、市民自身の救命率を高めるため、応急手当や救命講習などの講習会を充実させていきます 事業目的 ら守るために必要な事業である。また、複雑多岐にわたる救急救助活動、災害件数の増加に伴い資器材の劣
展開方向

。さらに、緊急性のない救急出動については民間の活用を促すとともに、適切な救急要請を行うようＰＲに 化等が進み活動に支障をきたすことの無いよう、これら資機材を適切に管理する必要がある。
救急・救助活動車両・資器材の整備については車両整備計画及び車両維持管理状況に基づき更新しています 毎日：日朝点検を実施・月２回：１日、１６日資器材の起動・機能総点検を実施。
。また、救急・救助車両及び資器材は、複雑多岐に亘る救助・火災現場活動や年間約６，４００件以上の救 ４月～３月：救急救助資器材の購入・救助資器材の修理・救助資器材の保守点検
急出動の対応など、老朽化及び磨耗化が進み、今後の活動に支障をきたす恐れがあることから、不安の無い 当該年度 １０月～１１月：呼吸器保守点検、測定器具保守点検、救急資器材保守点検を実施し年間を通じ資器材の故
安全な活動が行えるよう点検、整備及び必要な磨耗品の交換や修理を行う。 執行計画 障等に対応する。適宜ボンベ耐圧検査（ＦＲＰ鉄）

(3)事業内容 内　　容 　また、より迅速かつ安全に救急救助活動できる簡易な資器材や個人装備品についても整備・管理を行うこ 年間を通し次期救急車両の更新を実施。
とにより災害現場対応時において、確実かつ最大限にその能力を発揮させ、災害による被害の軽減を目指す
。 救急・救助車両及び資機材の点検実施回数 想定値 365当該年度
　 単位 回

活動結果指標 実績値 365

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適切な各車両の整備及び資機材の点検実施による、円滑な救急・救助活動の実施 直接 救急車両及び資機材の点検実施管理（修繕、修理回数/修繕等必要回 % 100 100
数）

令和 3年度 適切な各車両の整備及び資機材の点検実施による、円滑な救急・救助活動の実施 － 救急車両及び資機材の点検実施管理（修繕、修理回数/修繕等必要回 % 100
数）

令和 4年度 適切な各車両の整備及び資機材の点検実施による、円滑な救急・救助活動の実施 － 救急車両及び資機材の点検実施管理（修繕、修理回数/修繕等必要回 % 100
数）

　複雑多岐にわたる救急救助活動、救急件数の増加に伴い資器材の劣化、磨耗が進み活動に支障をきたす恐れがあるため、車両
(7)事業実施上の課題と対応 ・資器材の計画的な更新及び整備の実施が必要であるため、次期更新予定救急・救助車両等の整備及び資機材の選定における、 代替案検討 ○有 ●無

災害規模想定に即した車両・資機材選定の検討が必要とされている。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費 3,392 旅費 3 0 旅費 3 旅費 4
役務費 730 需用費 3,755 3,470 需用費 3,411 需用費 3,412
委託料 1,750 当初(3,411)予備費増額(344） 役務費 722 役務費 722
備品購入費 823 役務費 804 778 委託料 2,044 委託料 2,044
旅費 5 委託料 2,005 1,784 使用料及び賃借料 1,020 使用料及び賃借料 1,020

当初(2,044)流用減額(39) 備品購入費 1,340 備品購入費 1,340
使用料及び賃借料 1,020 830

実施内容 備品購入費 9,128 8,980 ＊ 西消防署・高規格救急自動車の
当初(1,340)予備費増額(7,788） 更新整備（リサイクル料含む） 50,015

(8)施行事項
費　　用 ＊ 東消防署・高規格救急自動車の ＊ （補助・起債対象）

更新整備（リサイクル料含む） 38,289 38,289 ＊ 高規格救急自動車中間検査
＊ （補助・起債対象） （旅費・宿泊費・旅行雑費） 89

当初(47,015)減額補正(8,726) ＊ 高規格救急自動車自動車損害保険料 9
＊ 高規格救急自動車中間検査 ＊ 高規格救急自動車自動車重量税 33

（旅費・宿泊費・旅行雑費） 89 88
＊ 高規格救急自動車自動車損害保険料 9 8
＊ 高規格救急自動車自動車重量税 33 33

予算(決算)額 合　　計 6,700 合　　計 55,135 54,260 合　　計 8,540 合　　計 58,688
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 22,950 22,834 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 14,800 14,800 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 45,000

(9)財源内訳
一般財源 6,700 11,385 10,626 8,540 13,688

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 ■基金 □その他 6,000 6,000 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.22 0.27 0.27 0.22 0.22
正職員人件費 1,936 2,349 2,349 1,914 1,914

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,636 57,484 56,609 10,454 60,602
(11)単位費用

23.66千円／回 157.49千円／回 155.09
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民の生命、身体及び財産を守る消防の責務を全うするため、各種の災害に的確に対応できるよう救急救助戦術及び資機 ●①事前確認での想定どおり
材の高度化により、救急救助体制の充実強化を図るとともに、高齢社会の進展等に伴う救急出動の増加や救急業務の高度 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 化に対応するための救急体制の充実強化、複雑・多様化する災害における人命救助を的確に実施するための救助体制の充 ○要
   背景は？(事業の必要性) 実強化等を、職員の安全管理を徹底し推進していく必要があり、関係法令・指針に基づいた計画的な車両の整備及び地域 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

の実状に対応出来る資機材を整備し消防としての的確な対応が求められる。 当市における消防力を維持、整備することは、市民の生命、身体及び財産を災害から守るために必要な事業であり、計画
的に車両・資機材の更新、点検整備を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 消防法等の関係法令に基づき、市町村の消防機関が実施する

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ように定められている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当無し ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境基準（ＮＯｘ・ＰＭ法等）に適合した車両及び資器材の 環境基準に適合した車両・資機材の整備が図れた。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 整備を図る。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

必要に応じた車両更新及び資機材の整備が図れた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 57,484 △48,848 56,609 98.48
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△565.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.17

% 10万円 0.18 105.88

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、多様複雑化する救急救助活動における隊員の安全確保を最優先と考えている。また、安全管理は重要な責務であり、その任務を十分
に果たすためには、計画的な車両更新、資器材の整備と維持管理を継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 952 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 救急・救助体制の強化 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 救急・救助活動車両・資機材の整備・管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.27 人）
(1)事業概要

(当　初) 58,035 千円 (うち人件費 2,349 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 57,484 千円 (うち人件費 2,349 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70202 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

救急救助体制を強化・充実するため、人員の養成や装備の増強などに努めるとともに、



ける傷病者間および隊員の感染症予防を行い市民生活の安全を図る。
施策目的・

(2)目的 図ります。また、市民自身の救命率を高めるため、応急手当や救命講習などの講習会を充実させていきます 事業目的
展開方向

。さらに、緊急性のない救急出動については民間の活用を促すとともに、適切な救急要請を行うようＰＲに
職員の健康管理については、現場活動に伴う安全管理上必要な事業である。 ・活動後に搬送患者の病状（感染症の有無）や車内、資器材点検（血液・汚物等の付着の有無）を行い適宜
また、救急救助活動における各種感染症の感染防止対策として、職員にＢ型肝炎予防接種を行う。 、消毒作業を行なう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
隊員間、搬送傷病者間での感染を防止するため救急車内および資器材の消毒と医療系感染性廃棄物の処理を 当該年度 ・４月～３月：Ｂ型肝炎予防、抗体・抗原検査、ワクチン接種　　※検査・ワクチン接種については、任意
マニフェストに従い廃棄処理を行う。　また、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（ 執行計画 として事業を行なう。

(3)事業内容 内　　容 以下「感染症法」という。）に位置づけられる罹患者の搬送活動に従事した職員は、感染症法の規定に基づ ・４月～６月　救助隊員健康診断
き保健所と協議し感染の有無の確認を実施し、感染に至った場合は適切な対応を図る。 ・年間を通し医療系感染性廃棄物をメディペール（感染性廃棄物保管特殊箱）でマニフェストに従い処理

車両・資器材等の感染症対応確認回数 想定値 365当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値 365

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 救急救助活動に伴う公務災害をなくす（活動における怪我や感染症対策） 直接 救急救助活動に対する公務感染災害率（救急救助活動公務感染災害防 % 100 100
止数／全救急救助出場×１００）

令和 3年度 救急救助活動に伴う公務災害をなくす（活動における怪我や感染症対策） 直接 救急救助活動に対する公務感染災害率（救急救助活動公務感染災害防 % 100
止数／全救急救助出場×１００）

令和 4年度 救急救助活動に伴う公務災害をなくす（活動における怪我や感染症対策） 直接 救急救助活動に対する公務感染災害率（救急救助活動公務感染災害防 % 100
止数／全救急救助出場×１００）

流通機構の発達とともに新種やわが国には存在しなかった感染症の流行が後をたたず、救急隊・救助隊等は常にその脅威にさら
(7)事業実施上の課題と対応 されている。 代替案検討 ○有 ●無

救急救助活動における各種感染防止対策は、市民の安全のため必要である。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費 1,266 需用費 2,001 1,971 需用費 1,163 需用費 1,163
役務費 739 当初(1,163)予備費増額(838) 役務費 626 役務費 626

役務費 849 824
当初(544)
予備費増額(51)増額補正(254)

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,005 合　　計 2,850 2,795 合　　計 1,789 合　　計 1,789
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 30 ％ 838 838 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,005 2,012 1,957 1,789 1,789

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.32 0.32 0.32 0.32 0.32
正職員人件費 2,816 2,784 2,784 2,784 2,784

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,821 5,634 5,579 4,573 4,573
(11)単位費用

13.21千円／日 15.44千円／日 15.28
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

時代及び流通の発達とともに新種やわが国には存在しなかった感染症の流行が後をたたず、救急隊、救助隊等は常にその ●①事前確認での想定どおり
脅威にさらされている現状がある。消防法第３５条の６により消防法施行令第４４条で定める基準及び救急業務実施基準 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 第３条に従い運用している救急隊は、感染症に対する取り扱いについて常に配慮する必要があり、救急搬送傷病者への感 ○要
   背景は？(事業の必要性) 染防止対策およびウィルスに対する感染予防対応は言うまでもない。なお、消防法第３６条の２により総務省令第５４号 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

で定める基準による救助隊についても、救急隊との連携、交通事故等の活動範囲からハイリスクワークとし同様の対応が 職員及び傷病者に対する安全衛生管理を適切に実施できた。
必要である。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 救急救助活動における各種感染防止対策は、市が実施する必

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当無し ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

職員及び傷病者に対する安全衛生管理を適切に実施できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,634 △813 5,579 99.02
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

Ｂ型肝炎予防接種の人数を前年度実績を基に算出し計上したため減額となった。

△16.86

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.77

% 10万円 1.79 101.13

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、政策を実現するうえで、消防隊員（救急救助隊員含む）に対する、安全衛生管理体制を構築することが必要であり、今後も継続し推
進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 953 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 救急・救助体制の強化 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 救急・救助隊員の安全衛生管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,573 千円 (うち人件費 2,784 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,634 千円 (うち人件費 2,784 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70202 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

救急救助体制を強化・充実するため、人員の養成や装備の増強などに努めるとともに、広域での連携強化を 活動にお



に参加し新しい知識・技術を取得することにより、救急、救助隊員個々の災害対応能力の
施策目的・

(2)目的 図ります。また、市民自身の救命率を高めるため、応急手当や救命講習などの講習会を充実させていきます 事業目的 質の向上を図り、市民の人命救助・救命処置・応急手当等を迅速・的確に実施することにより安心・安全な
展開方向

。さらに、緊急性のない救急出動については民間の活用を促すとともに、適切な救急要請を行うようＰＲに 生活を確保する。
救急救助隊員の教育研修訓練等については、消防活動において救急救助隊員に必要となる知識や技術などが 　４月：千葉県救急医療研究会参加
高度化してきていることから、これらに対応するため、救急救助隊員の資質を一段と向上させ、十分な知識 　４月～８月：救助隊員強化訓練（救助技術訓練）
や熟練した技術を有する救急救助隊員の養成を図ることが重要な課題となっている。このため、救急・救助 当該年度 １０月：酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習
隊員に求めらていれる専門知識・技術、経験、資格の習得を内容とした研修及び講習会に積極的に参加し、 執行計画 １１月：小型移動式クレーン運転技能講習・玉掛技能講習

(3)事業内容 内　　容 個々及び隊の質の向上を図ります。 １１月：救急救助隊員実践訓練
１２月：全国消防救助隊員シンポジウム
受講者数（救急隊員・救助隊員） 想定値 74当該年度

単位 名
活動結果指標 実績値 74

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 救急活動や救助活動に対応する高度な知識を習得させる。 直接 受講者の理解度（研修内容を理解した受講者数／受講者） % 100 100

令和 3年度 救急活動や救助活動に対応する高度な知識を習得させる。 直接 受講者の理解度（研修内容を理解した受講者数／受講者） % 100

令和 4年度 救急活動や救助活動に対応する高度な知識を習得させる。 直接 受講者の理解度（研修内容を理解した受講者数／受講者） % 100

救急救助隊員個々及び隊の質の向上を図ることは重要であるが、研修期間の人員確保があるため、各所属間との調整が必要とな
(7)事業実施上の課題と対応 る。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

旅費 97 旅費 48 27 旅費 48 旅費 83
需用費 104 需用費 104 85 需用費 104 需用費 104
役務費 44 役務費 13 0 役務費 44 役務費 44
委託料 30 当初(44)流用減額(31) 委託料 20 委託料 20
使用料及び賃借料 16 委託料 20 0 使用料及び賃借料 16 使用料及び賃借料 21
負担金補助及び交付金 163 使用料及び賃借料 16 6 負担金補助及び交付金 189 負担金補助及び交付金 189

負担金補助及び交付金 189 164
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 454 合　　計 390 282 合　　計 421 合　　計 461
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 454 390 282 421 461

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.22 0.25 0.25 0.22 0.22
正職員人件費 1,936 2,175 2,175 1,914 1,914

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,390 2,565 2,457 2,335 2,375
(11)単位費用

32.3千円／名 34.66千円／名 33.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

年々増加する救急救助要請や大規模災害に対応するためには、救急・救助隊員の高度な知識・技術が要求される。 ●①事前確認での想定どおり
隊員は、消防学校等の専科を修了しており、専門的な知識、技術を習得している。しかしながら、近年の社会情勢によっ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ て複雑多様化する災害に対応する能力を培うには、専門的な講習会に参加し、また、講師、技術関係者を招いての講習会 ○要
   背景は？(事業の必要性) 、研修会を開催し、更なるレベルアップした知識・技術・経験・資格等の習得が必要となる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

救急救助隊員の知識及び技術の向上のため、各種講習、研修に参加し個々のスキル向上が図れた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 救急救助隊員の知識、技術は専門性が高いため、向上を図る

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ためには市が実施する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当無し ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各研修会等に参加し、隊員各自の知識、技術の向上が図れた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,565 △175 2,457 95.79
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△7.32

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.9

% 10万円 4.07 104.36

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、救急救助隊員に各種研修を実施することにより、知識、技術の向上を図り、市民に安全・安心を還元することが目的であり、重要な
事業であることから、継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 954 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 救急・救助体制の強化 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 救急・救助隊員の研修 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,596 千円 (うち人件費 2,175 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,565 千円 (うち人件費 2,175 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70202 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

救急救助体制を強化・充実するため、人員の養成や装備の増強などに努めるとともに、広域での連携強化を 各種訓練・研修会



し、技術・知識の向上、救急医療器具の手技等について習熟
施策目的・

(2)目的 図ります。また、市民自身の救命率を高めるため、応急手当や救命講習などの講習会を充実させていきます 事業目的 する事により、救急現場において的確かつ迅速に救急救命処置を実施することを目的とする。
展開方向

。さらに、緊急性のない救急出動については民間の活用を促すとともに、適切な救急要請を行うようＰＲに
救急救命士の行う高度な救命処置を供給できる体制を維持するためには、医行為としてその質が担保されな ６月～７月：平成３１年度研修所修了救急救命士国家試験合格後、就業前病院研修及び薬剤投与病院実習
ければならず、救急救命士法に基づき、救急救命士就業前病院研修、高度救急処置範囲拡大に伴う気管挿管 　　　　　　令和２年度新規採用職員救急救命士国家試験合格者、就業前病院研修及び薬剤投与病院実習　
及び薬剤投与病院実習、救急救命士再教育研修（病院研修）と医療機関へ実習派遣する。 当該年度 ８月～１０月：気管挿管病院実習　　　　　
また、指導的立場の救急救命士を養成し、指導救命士として、救急救命士の隊員に対した救急現場の実践的 執行計画 １１月～３月：救急救命士の再教育病院実習、ビデオ硬性喉頭鏡病院実習　

(3)事業内容 内　　容 な教育指導体制を構築する。 ４月～３月：年間を通し救急救命士の教育研修。　
平成３１年度現在、救急救命士数３９名（日勤者含む）

病院実習及び教育研修を必要とした救急救命士人数（実動救命士） 想定値 26当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 19

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 救急救命士の研修を行う事により、高度救命処置供給を地域格差を無く実施できる。 直接 研修を必要とする救急救命士の人数（研修等実施救命士人数／実動救 % 73 100
命士）

令和 3年度 救急救命士の研修を行う事により、高度救命処置供給を地域格差を無く実施できる。 直接 研修を必要とする救急救命士の人数（研修等実施救命士人数／実動救 % 100
命士）

令和 4年度 救急救命士の研修を行う事により、高度救命処置供給を地域格差を無く実施できる。 直接 研修を必要とする救急救命士の人数（研修等実施救命士人数／実動救 % 100
命士）

高度救命処置を実施するため救急救命士は様々な研修・教育を行う事が厚生労働省令にて定められているため、研修受入れ医療
(7)事業実施上の課題と対応 機関の確保に努める必要があります。また、指導的立場の救急救命士を養成し、救急現場での実践的な教育指導体制の充実と、 代替案検討 ○有 ●無

医療機関との連携体制の強化・円滑化を図り救急業務全般の質の向上に努める必要がある。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

役務費 49 役務費 53 51 役務費 53 役務費 49
委託料 1,320 委託料 1,460 570 委託料 1,460 委託料 1,460

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,369 合　　計 1,513 621 合　　計 1,513 合　　計 1,509
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,369 1,513 621 1,513 1,509

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.26 0.34 0.34 0.26 0.26
正職員人件費 2,288 2,958 2,958 2,262 2,262

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,657 4,471 3,579 3,775 3,771
(11)単位費用

140.65千円／人 171.96千円／人 188.37
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　高齢化や疾病構造の変化により救急要請も年々増加し、平成３０年中の救急出場件数は、６，４９１件でその内、心肺 ○①事前確認での想定どおり
停止・呼吸停止傷病者が１１６件であり救急救命士が高度な救命処置を行う件数も増加傾向にある。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　救急救命士法施行規則の一部を改正する省令に基づいた救急救命士の救急処置拡大により、東葛飾北部地域の定めた救 ○要
   背景は？(事業の必要性) 急業務メディカルコントロール協議会の教育資格取得体制により、気管挿管及び薬剤投与が行える救急救命士の病院実習 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

が必要となっている。また、救急救命士においては、救急処置を受ける者に対して適切な処置を提供する責務を担ってい 救急救命士の行う救命処置の重要性を認識し研修計画を設計したが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、気管
ることから、更なる病院研修体制を確立する必要がある。 挿管及び、ビデオ喉頭鏡病院実習が実施出来なかった。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 東葛飾北部地域救急業務メディカルコントロール協議会の教

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 育、資格取得体制により、救急救命士が行う救急救命処置に
□その他 　促進された 対する研修等は、救急救命士法、厚生労働省令に基づき市が

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 実施する。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当無し ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
73 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

再教育１６名、就業前研修３名については研修計画通り実施したが、挿管実習２
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 73 73

名、ビデオ喉頭鏡実習４名は新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け未実施
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,471 △814 3,579 80.05
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナの感染拡大を受け未実施となった実習があり、実績値が想定
事業費未満となった。

△22.26

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.24

% 10万円 2.04 91.07

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、市内管轄区域内の救命率を向上させるため、地域の格差なく公平な救急救命処置ができる体制を構築する。また、救急救命士は傷病
者に対して適切な処置を提供する責務を担っていることから、病院研修等の研修体制の確立は必要不可欠であり、今後も現状どおり推進してい
く。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 955 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 救急救助体制の強化 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 救急救命士の研修 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.34 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,471 千円 (うち人件費 2,958 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70202 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

救急救助体制を強化・充実するため、人員の養成や装備の増強などに努めるとともに、広域での連携強化を 救急救命士が各医療機関の研修及び実習に参加



事する。また、水災害に対応するための技術、知識を習得させ、消防署を含め
施策目的・

(2)目的 ・県へ働きかけるとともに、手賀川・手賀沼の適正な水位管理を要望していきます。 事業目的 関係機関とスムーズな連携が出来る団員を育成し、組織活動の基礎を固め効果を上げる。
展開方向

また、国・県と連携しながら水防体制を維持します。
 台風や大雨等による災害が起こりうる状況時に速やかに出動し警戒することは、災害を未然に防ぎ、結果 ６月：我孫子市・柏市共催水防演習（２１ヶ分団参加）
市民の生命、財産を守ることが出来る。
 毎年、風水害の出水期に合せて柏市との共催による水防演習を行い、水防工法を身につけ、河川の氾濫や 当該年度
増水に備える。 執行計画

(3)事業内容 内　　容  また、各訓練を通して自己及び他人を守るための安全管理も併せて身に付けさせる。
 なお、訓練ついては、団員の退入団により毎年団員編成が変わるため継続し実施することが必要。

水防訓練出場団員数 想定値 120当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 水防出動時に市民の生命と財産を守り、不備なく業務を遂行する。 直接 水防出場中の業務遂行達成数（出動回数／業務達成数） % 100 100

令和 3年度 水防出動時に市民の生命と財産を守り、不備なく業務を遂行する。 直接 水防出場中の業務遂行達成数（出動回数／業務達成数） % 100

令和 4年度 水防出動時に市民の生命と財産を守り、不備なく業務を遂行する。 直接 水防出場中の業務遂行達成数（出動回数／業務達成数） % 100

　消防団員の就業形態変化により、台風や大雨等による水防出場や日々の訓練参加団員が減少している中、入退団による技術の
(7)事業実施上の課題と対応 継承不足もあり、災害に即した技術の向上を保っていくことが、事業実施上の課題である。 代替案検討 ○有 ●無

　異常気象等による被害が世界的に広がる中、災害対応の想定訓練を行い技術と知識を習得した団員の養成が必要である。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

訓練出動等費用弁償 945 訓練出動等費用弁償 945 0 訓練出動等費用弁償 945 訓練出動等費用弁償 945
普通旅費（水防連絡会） 5 消耗品 40 0 消耗品 40 消耗品 40
消耗品 40 水防用資器材購入 27 0 水防用資器材購入 27 水防用資器材購入 27
水防用資器材購入 27 我孫子市・柏市共催水防演習負担金 柏市・我孫子市共催水防演習負担金 550 我孫子市・柏市共催水防演習負担金 550
柏市・我孫子市共催水防演習負担金 550 当初（550）　減額補正（0） 有料道路使用料 8 有料道路使用料 8
有料道路使用料 8

＊
実施内容

(8)施行事項
費　　用

                

予算(決算)額 合　　計 1,575 合　　計 1,012 0 合　　計 1,570 合　　計 1,570
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,575 1,012 0 1,570 1,570

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.22 0.25 0.25 0.22 0.22
正職員人件費 1,936 2,175 2,175 1,914 1,914

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,511 3,187 2,175 3,484 3,484
(11)単位費用

29.26千円／人 26.56千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　予想を大きく上回る規模の台風や大雨等による災害に対し、消防団が常備消防との連携の下、効果的な水防活動を行う ●①事前確認での想定どおり
ことにより、市民の安全を確保し、災害による被害の軽減を図るため事業が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水災害対策のため、水防工法の継承、、消防団員の技術の維持と消防本部との連携を図るため事業が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水防団は市の組織する団体であり、市が実施することが妥当

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の感染防止のため水防演習の中止及び水害による出動
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

がなかった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,187 324 2,175 68.25
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症の感染防止のため水防演習の中止及び水害に
よる出動がなかった。

9.23

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の感染防止のため水防演習の

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 中止及び水害による出動がなかった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.14

% 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
河川防災強化という施策の実現に効率的な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 957 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 河川防災の強化 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防団の水防活動 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,737 千円 (うち人件費 2,175 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,187 千円 (うち人件費 2,175 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70104 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

河川の氾濫を防ぐため、利根川の重要水防箇所の重点的な巡視点検の強化、手賀沼の湖岸堤防整備などを国  大雨や洪水等の水災害に従



の災害に対し即座に対応することのできる知識と技術を身につけ、災害活動における安
施策目的・

(2)目的 どの関係機関と連携しながら、各種防火・防災訓練や住宅用火災警報器の設置促進などに努め、地域防災力 事業目的 全管理及び有効な防御に結びつけることを目的とする。
展開方向

の強化を図ります。
　組織の統制を図るための規律訓練、火災等に対する防御訓練、災害全般にわたる安全管理、機械器具の取 　上半期　５月：規律訓練・５月～７月：操法訓練・５月：市操法大会の開催
扱いに対する知識及び技術の習得を行なうための消防団員の訓練を事業内容とする。 　　　　　６月：支部操法大会参加（県操法大会への参加）
　 当該年度 　下半期１０月：市総合防災訓練への参加・放水訓練の実施

執行計画 　　　　１１月：器具庫巡回における機械器具取扱い確認・普通救命講習の受講・講習会又は放水訓練
(3)事業内容 内　　容 　　　　　１月：出初式での訓練披露・３月：機関員講習

　随時：管内巡回における地理、水利の把握
　訓練参加団員数（延べ人数） 想定値 2,090当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 60

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防団員の知識及び技術の向上 間接 訓練参加率（参加団員数/想定参加団員数） % 90 95

令和 3年度 消防団員の知識及び技術の向上 間接 訓練参加率（参加団員数/想定参加団員数） % 97

令和 4年度 消防団員の知識及び技術の向上 間接 訓練参加率（参加団員数/想定参加団員数） % 100

　分団により異なるが、消防団員の入団者数は減少傾向、退団者数は増加傾向にあるため、知識及び技術の伝承が難しいことか
(7)事業実施上の課題と対応 ら、継続的な訓練を実施していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

訓練消耗品 165 訓練消耗品 165 138 訓練消耗品 165 訓練消耗品 165
市操法大会会場設営費 190 市操法大会会場設営費 194 0 市操法大会会場設営費 194 市操法大会会場設営費 194
備品購入 168 備品購入 150 147 備品購入 150 備品購入 150

ＬＥＤ投光器の整備（助成金対象） 1,995 1,155

コミュニティ助成金（消防団育成）
1,995千円（事業費）－995千円（一般財

実施内容 ＝1,000千円

(8)施行事項
費　　用 LED投光器の整備(12月補正) △588

流用による減額（９４０へ） △1
備品購入（ＬＥＤ投光器の整備　９６０ △251

△194

予算(決算)額 合　　計 523 合　　計 1,470 1,440 合　　計 509 合　　計 509
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 523 470 440 509 509

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,000 1,000 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.46 0.41 0.41 0.46 0.46
正職員人件費 4,048 3,567 3,567 4,002 4,002

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,571 5,037 5,007 4,511 4,511
(11)単位費用

2.19千円／人 2.41千円／人 83.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　各種災害に対応するため、市の防災の一翼を担う消防団員の災害に対する知識と技術の向上を図る必要があるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

消防団訓練や自治会の防災訓練等へ参加することにより、災害活動に必要な知識・技術の向上が図れたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 消防団は市の条例に基づく組織のため、災害への備えは市が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 実施することが不可欠である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
90 95 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

少ない訓練の中、想定どおりの消防団員の参加があった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 90 94.74
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,037 △466 5,007 99.4
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△10.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.89

% 10万円 1.8 95.24

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、消防団訓練という目標を達成するためには必要不可欠な事業であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 958 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防団体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防団員の訓練 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.41 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,071 千円 (うち人件費 3,567 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,037 千円 (うち人件費 3,567 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

消防団員の確保に取り組むとともに、市民の防火・防災意識を一層高めるため、消防団や女性防火クラブな 　消防団員が火災等



災害に対応するため、消防団車両の維持管理を行う。
施策目的・

(2)目的 どの関係機関と連携しながら、各種防火・防災訓練や住宅用火災警報器の設置促進などに努め、地域防災力 事業目的
展開方向

の強化を図ります。
　緊急出動に備え車両を常に万全の状態とするため、法令に基づき６ヶ月、１２ヶ月、２４ヶ月点検を実施 総車両台数：２１台
する。 車検対象：８台（ポンプ車１台・積載車７台）
　また、老朽化した車両は故障頻度の上昇、修繕交換部品の生産終了により修理不能になるリスクもあり、 当該年度 ６ヶ月点検対象：２１台（ポンプ車４台・積載車１７台）
災害対応に後手をとる可能性が高まるため消防団車両年更新計画に基づいた車両更新を行い災害対応に万全 執行計画 １２ヶ月点検対象：１３台（ポンプ車３台・積載車１０台）

(3)事業内容 内　　容 を期する。 修繕：随時

車検・修繕件数 想定値 10当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防団活動に万全を期するため、２１ヶ分団の車両を整備する。 直接 車両整備率（２１台）（実施件数/必要件数） % 100 100

令和 3年度 消防団活動に万全を期するため、２１ヶ分団の車両を整備する。 直接 車両整備率（２１台）（実施件数/必要件数） % 100

令和 4年度 消防団活動に万全を期するため、21ヶ分団の車両を整備する。 直接 車両整備率（２１台）（実施件数/必要件数） % 100

　定期点検回数の増加により、出動不能期間が多くなるため、全車両を計画的に法定点検を行うことで、出動不能というリスク
(7)事業実施上の課題と対応 の分散を図っていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

（全２１台のうち車検台数：１０台） （全２１台のうち車検台数：８台） （全２１台のうち車検台数：１３台） （全２１台のうち車検台数：８台）
需用費 1,819 需用費 1,443 1,011 需用費 1,819 需用費 1,443
役務費 1,057 役務費 983 852 役務費 1,057 役務費 983
公課費 401 公課費 214 214 公課費 401 公課費 214

備品購入費 251 251 ＊ 消防団（ポンプ車）１台購入 22,000
(９５８から移動） ＊ 　自賠責保険 9

＊ 　重量税 13
実施内容 ＊ 　リサイクル料・情報管理料 11

補助金
(8)施行事項

費　　用 11,367,000円（基準額）×1/6
≒1,894,000円
起債
（22,000,000円（車両購入費）－
　1,894,000円（補助金））×1.0
≒20,100,000円

予算(決算)額 合　　計 3,277 合　　計 2,891 2,328 合　　計 3,277 合　　計 24,673
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 16.7 ％ 1,894
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 100 ％ 20,100

(9)財源内訳
一般財源 3,277 2,891 2,328 3,277 2,679

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.24 0.2 0.2 0.24 0.24
正職員人件費 2,112 1,740 1,740 2,088 2,088

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,389 4,631 4,068 5,365 26,761
(11)単位費用

538.9千円／件 463.1千円／件 406.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　緊急車両である消防団車両については、非常時対応が求められるため、常に整備に努めなければならない必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

車両の維持管理を法令の定めにより実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 条例により組織される消防団の災害活動に使用する緊急車両

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 のため、事業を市が実施する必要がある
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

整備・点検について、計画どおり実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,631 758 4,068 87.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症の感染防止のため車両による訓練等の参加を
控えたため。燃料費等が抑えられたため。

14.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナの感染防止のため車両による訓練等の参加を

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 控えたため。燃料費等が抑えられたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.16

% 10万円 2.46 113.89

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、消防団車両等の維持管理を的確に実施するために、必要不可欠な事業であるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 960 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防団体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防団車両等の維持管理事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,380 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,631 千円 (うち人件費 1,740 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

消防団員の確保に取り組むとともに、市民の防火・防災意識を一層高めるため、消防団や女性防火クラブな 火災等の



連携強化を 　新型インフルエンザ感染防止による隊員の安全と、市民の生命、身体、財産を災害から守り、福祉の増進
施策目的・

(2)目的 図ります。また、市民自身の救命率を高めるため、応急手当や救命講習などの講習会を充実させていきます 事業目的 を助け、安心して安らかに暮らせる生活を確保する。また、対応する職員や医療従事者等を二次感染から保
展開方向

。さらに、緊急性のない救急出動については民間の活用を促すとともに、適切な救急要請を行うようＰＲに 護する。
　新型インフルエンザ発生時において、消防関係者が感染するおそれがあり、また、重症化を防止するため 　年間を通して、必要な装備・資器材等を確保できるよう装備資器材について把握し、新型インフルエンザ
、新型インフルエンザ感染防止装備（インフルエンザ対策キット）を５ヶ年計画にて合計６，６００セット 発生時における感染防止対策の検討を図る。
の整備を実施。今後、計画的に更新する。また、感染対策として関係する隊員に新種インフルエンザ等が発 当該年度 　関係する隊員に対し新種インフルエンザ等が発生した場合は、関係機関と調整しワクチン予防接種を実施
生した場合は関係機関と調整を図りワクチン予防接種を実施します。(１人１日３９セット使用し１隊３人 執行計画 、隊員の感染における重症化の防止及び救急傷病者への二次感染の防止を図ります。

(3)事業内容 内　　容 で１１７セット使用・１日１１７セット使用で８週間（５６日間）６，５５２セット使用）

新型インフルエンザ感染防止装備備蓄数（インフルエンザ対策キット 想定値 6,600当該年度
）6,600セット 単位 ｾｯﾄ

活動結果指標 実績値 1,980

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 新型インフルエンザ発生時に感染した隊員の重症化の防止及び救急傷病者への二次感染の防止を図る。 間接 新型インフルエンザ感染防止装備キット救急隊員配布数（6,552セッ セット 49 164
ト÷40人分(全救急隊員数)＝1人約164セット）

令和 3年度 新型インフルエンザ発生時に感染した隊員の重症化の防止及び救急傷病者への二次感染の防止を図る。 間接 新型インフルエンザ感染防止装備キット救急隊員配布数（6,552セッ セット 164
ト÷40人分(全救急隊員数)＝1人約164セット）

令和 4年度 新型インフルエンザ発生時に感染した隊員の重症化の防止及び救急傷病者への二次感染の防止を図る。 間接 新型インフルエンザ感染防止装備キット救急隊員配布数（6,552セッ セット 164
ト÷40人分(全救急隊員数)＝1人約164セット）

現在の新型インフルエンザウィルスが変異する事により、対応する隊員の感染対策は必要不可欠であるため、感染防止対策にお
(7)事業実施上の課題と対応 ける資機材の確保及びワクチンの接種の実施は必要となります。 代替案検討 ○有 ●無

また、今後新型ウイルスの変異により新たな対策が想定されることから、継続的に対策をとることが必要とされます。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費 180 ＊ 需用費 23,673 8,752 需用費 180 需用費 180
当初(180)
予備費増額(3,388)

＊ 補正増額(20,105)

＊ 備品購入費 416 401
＊ 当初(0)補正増額(416)

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 180 合　　計 24,089 9,153 合　　計 180 合　　計 180
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 98 ％ 23,909 8,946 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 0 1,400 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 180 180 △1,193 180 180

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.23 0.23 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 2,001 2,001 1,740 1,740

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,940 26,090 11,154 1,920 1,920
(11)単位費用

0.29千円／ｾｯﾄ 3.95千円／ｾｯﾄ 5.63
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新型インフルエンザとは、従来人から人への感染が認められていなかったインフルエンザウイルスが、遺伝子変異により ○①事前確認での想定どおり
、人から人へと容易かつ継続的に感染する。鳥類等の中でまん延するインフルエンザウイルス（新種インフルエンザウイ ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ルス）の一種が人への感染力を獲得していたことが認められたもので、新型インフルエンザ化することが危惧されている ○要
   背景は？(事業の必要性) 。新型インフルエンザが発生した場合、我孫子市内においても羅患者数約３４，０００人、受診患者数約２６，０００人 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

、死者が６８０人発生すると想定されるため喫緊の課題である。 計画的な感染症対策用資機材の配備に努めたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、本年度内での配備が完了
せず、翌年度へ明許繰越した事業があったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 消防隊員（救急救助隊員を含む）の新型インフルエンザに対

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 する感染防止対策は、市が主体となり実施する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当無し ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(セット) 目標値(b)(セット) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(セット) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
49 164 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画的な感染症対策用資機材の配備に努めたが、新型コロナウイルス感染症の感
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 49 29.88

染拡大を受け、本年度内での配備が完了せず、翌年度へ明許繰越した事業があっ
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 26,090 △24,150 11,154 42.75
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

計画的な感染症対策用資機材の配備に努めたが、新型コロナウイルス感
染症の感染拡大を受け、本年度内での配備が完了せず、翌年度へ明許繰

△1,244.85 越した事業があったため。令和３年度明許繰越額（14,123千円）

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 計画的な感染症対策用資機材の配備に努めたが、新型コ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ロナウイルス感染症の感染拡大を受け、本年度内での配

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.63 備が完了せず、翌年度へ明許繰越した事業があったため

セット 10万円 0.44 69.84 。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、消防隊員（救急救助隊員を含む）を新型感染症対応活動時に２次感染から保護し、救急救助体制を維持するために必要な事業である
。今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1533 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 救急・救助体制の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 救急隊員への新型インフルエンザ感染防止対策 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.23 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,181 千円 (うち人件費 2,001 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 26,090 千円 (うち人件費 2,001 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70202 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

救急救助体制を強化・充実するため、人員の養成や装備の増強などに努めるとともに、広域での



東葛飾支部における他市消防団との広域的な連携を図ることを目的とす
施策目的・

(2)目的 どの関係機関と連携しながら、各種防火・防災訓練や住宅用火災警報器の設置促進などに努め、地域防災力 事業目的 る。
展開方向

の強化を図ります。
　公益財団法人千葉県消防協会及び東葛飾支部における行事や会議等に出席し、消防団入団促進施策や機能  支部総会、消防長・消防団長会議出席
別分団（団員）の導入施策、協力事業所表示制度、女性消防団員の入団促進等の各市消防団共通の課題や取  支部・協会負担金納入、支部事務主任者会議出席
り組みについて、意見交換や検討を行なう。 当該年度  支部役員会議出席

執行計画  県下消防長、消防団長会議出席・消防殉職者慰霊祭出席
(3)事業内容 内　　容

　協会及び支部開催行事や会議への出席回数 想定値 8当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 　協会や支部及びその構成市との連携を図る。 間接 　協会及び支部関連行事への出席率 % 100 100

令和 3年度 　協会や支部及びその構成市との連携を図る。 間接 　協会及び支部関連行事への出席率 % 100

令和 4年度 　協会や支部及びその構成市との連携を図る。 間接 　協会及び支部関連行事への出席率 % 100

　大規模災害時は、１市町村の消防力を上回る被害が想定されることから、消防団を含めた広域的な連携が必要であるが、非常
(7)事業実施上の課題と対応 備という特色から現実的な災害連携において検討が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

普通旅費 17 普通旅費 18 1 普通旅費 18 普通旅費 18
団長交際費 10 団長交際費 10 0 団長交際費 10 団長交際費 10
有料道路・駐車場使用料 8 有料道路・駐車場使用料 8 0 有料道路・駐車場使用料 8 有料道路・駐車場使用料 8
研修負担金 140 研修負担金 45 0 研修負担金 45 研修負担金 45
消防協会負担金 254 消防協会負担金 280 280 消防協会負担金 280 消防協会負担金 280
協会支部負担金 121 協会支部負担金 121 121 協会支部負担金 121 協会支部負担金 121

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 550 合　　計 482 402 合　　計 482 合　　計 482
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 550 482 402 482 482

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.13 0.14 0.14 0.13 0.13
正職員人件費 1,144 1,218 1,218 1,131 1,131

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,694 1,700 1,620 1,613 1,613
(11)単位費用

211.75千円／回 212.5千円／回 810
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　公益財団法人千葉県消防協会や東葛飾支部及びその構成市との連携を深めることにより、消防団の組織強化を図るため ●①事前確認での想定どおり
、事業が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

近隣市や千葉県消防協会との継続的な連携が必要であり、想定どおり実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 条例により組織される消防団の強化のため、他市との交流、

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 共同が必要であり、市が実施することが不可欠である
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナの感染防止のため、ほとんどの会議が中止となったが、開催された会
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

議には参加した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,700 △6 1,620 95.29
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.35

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.88

% 10万円 6.17 104.93

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、消防団の広域的な連携という施策の実現に向け重要な事業であるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1672 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防団の広域的な連携 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.14 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,700 千円 (うち人件費 1,218 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

消防団員の確保に取り組むとともに、市民の防火・防災意識を一層高めるため、消防団や女性防火クラブな 　公益財団法人千葉県消防協会及び



より、市防災体制の一翼を担う消防団の組織強化と市民の安全と安心な
施策目的・

(2)目的 どの関係機関と連携しながら、各種防火・防災訓練や住宅用火災警報器の設置促進などに努め、地域防災力 事業目的 暮らしの実現に寄与する。
展開方向

の強化を図ります。
　自治会や行事等における消防団員の入団促進ＰＲ及び防災関係各課、市内大学等との連携を図りながら、 　行事や自衛消防訓練、市内大学等における消防団の認知・入団促進活動：随時
消防団員の入団促進を進めることを事業内容とする。 　地縁や人縁を活用した入団促進活動：随時
　全国的に減少傾向にある消防団員の確保のため、少年消防団等消防団員の入団促進・組織活性化に繋がる 当該年度 　女性消防団員の入団促進：随時
手法について検討する。 執行計画 　機能別分団（団員）制度等の消防庁が推進する事業の検討

(3)事業内容 内　　容 　少年消防団等消防団員の入団促進・組織活性化に繋がる手法について検討
　
　新入団員の人数 想定値 10当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 　消防団員充足率の向上 直接 　団員充足率 % 88 90

令和 3年度 　消防団員充足率の向上 直接 　団員充足率 ％ 91

令和 4年度 　消防団員充足率の向上 直接 　団員充足率 ％ 92

　在勤や自営の消防団員が減少し、サラリーマン化が著しく進んでいる中、ここ数年来団員の減少傾向が続いている。
(7)事業実施上の課題と対応 　活動日数の削減や行事等の見直し、入団制度の見直し等負担軽減を主眼にした対応についても検討していきたい。 代替案検討 ○有 ●無

　

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 30 消耗品 30 18 消耗品 30 消耗品 30
＊ 少年消防団発足に向けての調査・研究 ＊ 少年消防団等消防団員の入団促進・ ＊ 少年消防団等消防団員の入団促進・ ＊ 少年消防団等消防団員の入団促進・

＊ 組織活性化に繋がる手法の検討 ＊ 組織活性化に繋がる手法の検討 ＊ 組織活性化に繋がる手法の検討

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 30 合　　計 30 18 合　　計 30 合　　計 30
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 30 30 18 30 30

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.14 0.17 0.17 0.14 0.14
正職員人件費 1,232 1,479 1,479 1,218 1,218

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,262 1,509 1,497 1,248 1,248
(11)単位費用

126.2千円／人 150.9千円／人 149.7
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　消防団員の減少傾向が進み、市の防災の一翼を担う消防団員を確実に確保する必要があるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新入団員数が確保できたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 条例で組織される消防団員数を確保するため、市が事業を実

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 施する必要がある
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
88 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

想定範囲内の新入団員を確保した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 88 97.78
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,509 △247 1,497 99.2
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△19.57

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.96

% 10万円 5.88 98.66

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、消防団員入団促進という施策の実現に重要な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1674 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防団体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防団員の入団促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.17 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,509 千円 (うち人件費 1,479 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

消防団員の確保に取り組むとともに、市民の防火・防災意識を一層高めるため、消防団や女性防火クラブな 　消防団員の入団確保をすることに



向上を目的とする。
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的
展開方向

　消防隊員の活動に不可欠な資格について取得を進め、消防活動に対する体制の強化を図る。 　２級船舶操縦士免許取得
　安全運転中央研修所　消防救急緊急自動車運転技能者

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

　資格取得件数 想定値 2当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 　消防隊の編成に際し、資格取得者が可能な限り運用できる体制を整える 直接 　資格取得率（取得者/必要者） % 73 75

令和 3年度 　消防隊の編成に際し、資格取得者が可能な限り運用できる体制を整える 直接 　資格取得率（取得者/必要者） % 80

令和 4年度 　消防隊の編成に際し、資格取得者が可能な限り運用できる体制を整える 直接 　資格取得率（取得者/必要者） % 85

　各種資格に関しては、異動による資格保有者数の変動が生じるため、計画的かつ継続的に進める必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

２級船舶操縦士免許 140 ２級船舶操縦士免許 140 136 ２級船舶操縦士免許 140 ２級船舶操縦士免許 140
消防救急緊急自動車運転技能者講習 85 消防救急緊急自動車運転技能者講習 87 86 消防救急緊急自動車運転技能者講習 87 消防救急緊急自動車運転技能者講習 87
研修旅費 8 研修旅費 9 9 研修旅費 9 研修旅費 9
有料道路・駐車場使用料 5 有料道路・駐車場使用料 5 5 有料道路・駐車場使用料 5 有料道路・駐車場使用料 5

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 238 合　　計 241 236 合　　計 241 合　　計 241
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 238 241 236 241 241

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.2 0.2 0.05 0.05
正職員人件費 440 1,740 1,740 435 435

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 678 1,981 1,976 676 676
(11)単位費用

339千円／件 990.5千円／件 658.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　消防隊員の資格取得を進め、種々の活動に対する資機材や装備品の取扱い及び安全管理の徹底を図る必要があるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当初計画どおりに資格取得が図れた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 災害活動における専門的な知識と技術及び緊急車両の安全な

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 運転技術を身につけるため、市が実施する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
73 75 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初計画どおりに資格取得を図れた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 73 97.33
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,981 △1,303 1,976 99.75
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△192.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.79

% 10万円 3.69 97.36

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
災害対応に必要となる専門的な知識及び技術の習得は必要不可欠であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1675 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防隊員の資格取得 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,981 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体  災害活動に従事する消防隊員の資質の



定することで、救急車の適正利用を推進し円滑な救急活動を図っていく。
施策目的・

(2)目的 図ります。また、市民自身の救命率を高めるため、応急手当や救命講習などの講習会を充実させていきます 事業目的
展開方向

。さらに、緊急性のない救急出動については民間の活用を促すとともに、適切な救急要請を行うようＰＲに
救急需要が増大する一方で、救急業務に該当しない事案も少なくないため、福祉等と密接に関連する分野の 年間をとおし我孫子市患者等搬送事業者指導基準及び認定基準に適合した事業者を申請に基づき認定する。
搬送、入院及び通院等のための指定した医療機関への搬送等、緊急性のない患者等の搬送においては、民間
事業者による患者等搬送事業を有効に活用すべく、我孫子市患者等搬送事業者指導基準及び認定基準に適合 当該年度
した事業者を申請に基づき認定することにより、民間事業者の活用を促し救急出場件数の減数を図り、重篤 執行計画

(3)事業内容 内　　容 な傷病者の救急要請に確実に対応する。

患者等搬送事業者認定者数 想定値 1当該年度
単位 者

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子市患者等搬送事業者指導基準及び認定基準に適合した事業者を認定する。 直接 患者等搬送事業者認定者数 者 1 2

令和 3年度 我孫子市患者等搬送事業者指導基準及び認定基準に適合した事業者を認定する。 直接 患者等搬送事業者認定者数 者 2

令和 4年度 我孫子市患者等搬送事業者指導基準及び認定基準に適合した事業者を認定する。 直接 患者等搬送事業者認定者数 者 2

適任者講習（応急手当普及員講習）が３日間であり、受講者が募集数に満たないと予測されるため事業所及び市民ボランティア
(7)事業実施上の課題と対応 へのＰＲを行い対応していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

事業者の指導及び認定 事業者の指導及び認定 事業者の指導及び認定 事業者の指導及び認定

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.13 0.13 0.1 0.1
正職員人件費 880 1,131 1,131 870 870

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 880 1,131 1,131 870 870
(11)単位費用

440千円／者 1,131千円／者 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

患者等を搬送の対象とする限り、容体の急変、患者等間の疾病の感染等の発生も予測されるところであり、利用者の安全 ●①事前確認での想定どおり
、利便を確保するためには消防機関との連携体制が必要である。消防機関が患者等搬送事業者を指導し、一定の基準に適 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 合した事業者を認定する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

年間をとおし、我孫子市患者搬送等搬送事業者指導基準及び認定基準に適合した事業者を、申請に基づき認定していく。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 市において、一定の基準を満たした患者搬送事業者を選定することで実効性が得られる。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当無し ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(者) 目標値(b)(者) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(者) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新たに事業を始める事業者がいないため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,131 △251 1,131 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△28.52

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新たに事業を始める事業者がいないため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.18

者 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、市管轄内の患者等搬送事業者に対し、必要な指導を行うとともに、一定の基準を適合する搬送事業者の認定を行うことにより、救急
車の適正利用、患者等の生命及び身体の安全を図ることにつながるため、継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1772 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 救急・救助体制の強化 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 患者等搬送事業者の指導・認定 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,131 千円 (うち人件費 1,131 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70202 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

救急救助体制を強化・充実するため、人員の養成や装備の増強などに努めるとともに、広域での連携強化を 患者等搬送事業者を指導・認



２月に「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」が成立し、地方公共団体
施策目的・

(2)目的 どの関係機関と連携しながら、各種防火・防災訓練や住宅用火災警報器の設置促進などに努め、地域防災力 事業目的 は必要な措置を講じることが義務付けられた。これを踏まえ、この法律の趣旨に基づく施策の着実な展開を
展開方向

の強化を図ります。 図り消防団装備の充実強化を図る。
　消防団充実強化法が成立し消防団装備の基準が抜本的に見直されたことにより、消防団の加入促進、処遇 ・ＩＰ無線機の利用（通年）
改善事業と合わせ、国・県において講じられている財源を積極的に活用して消防団装備の充実強化を行う。 ・消防団雨衣の貸与
　なお、装備の基準において整備することが求められている装備のうち、特に必要と認められる未配備の装 当該年度 ・消防団用耐切創性手袋の整備
備から実施し、装備済み物品においても貸与規則等に基づく老朽更新を図る。 執行計画 ・消防団用切創防止用保護衣の整備

(3)事業内容 内　　容

装備品の配備件数 想定値 1当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各装備の効率的な配置を行い、効果的な運用を行うために各装備品の仕様の精査を行う。 直接 配備率 ％ 80 100
また、活用できる財源の確保に努める。

令和 3年度 装備の基準に基づき、計画的な新規整備及び老朽更新を実施する。 直接 配備率 ％ 100

令和 4年度 装備の基準に基づき、計画的な新規整備及び老朽更新を実施する。 直接 配備率 ％ 100

　消防団の装備において、すべての装備品を整えるのは期間及び費用を要するが、装備品の優先順位付けを行い、継続的な整備
(7)事業実施上の課題と対応 を進めていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

雨衣（補助対象1/6）２ヶ年計画２年目 消防団用耐切創性手袋 消防団用保安帽（240個） エンジンカッター（7基）
11,655×120×1.08 1,511 4,980×120×1.10 1,315 1,188 5,400×240×1.10 1,426 189,800×7×1.10 1,461

消防団用切創防止用保護衣
補助金 13,000×21×1.10 300 278 補助金 補助金
1,510,488（事業費）×1/6（補助率） 1,425,600(事業費)×1/6(補助率) 1,461,460(事業費)×1/6(補助率)
≒251,000 補助金 ≒237,000 ≒243,000

1,314,720（事業費）×1/6（補助率）
実施内容 ＩＰ無線機自治体ＢＣＰプラン ≒219,000（耐切創性手袋分） ＩＰ無線機自治体ＢＣＰプラン ＩＰ無線機自治体ＢＣＰプラン

（月額利用料83台分） 1,070 300,300（事業費）×1/6（補助率） （月額利用料83台分） 1,079 （月額利用料83台分） 1,079
(8)施行事項

費　　用 ≒219,000
雨衣 77 74
ＩＰ無線機自治体ＢＣＰプラン 1,080 1,076
（月額利用料83台分）
地方創生臨時交付金

＊ 感染症対策用消耗品（９月補正） 1,652 1,579
＊ 感染症対策用消耗品（１２月補正） 297 287

予算(決算)額 合　　計 2,581 合　　計 4,721 4,482 合　　計 2,505 合　　計 2,540
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 95.7 ％ 1,949 1,866 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 16.6 ％ 251 補助率 16.6 ％ 269 244 補助率 16.6 ％ 237 補助率 16.6 ％ 243
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,330 2,503 2,372 2,268 2,297

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.4 0.4 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 3,480 3,480 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,981 8,201 7,962 6,855 6,890
(11)単位費用

6,981千円／件 8,201千円／件 1,990.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　東日本大震災により多数の消防団員が死傷したことから、消防団充実強化法が制定され、消防団の装備の基準が改定さ ●①事前確認での想定どおり
れたことを受け、消防団の充実強化のため地方公共団体は必要な措置を講ずることが義務付けられたため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　なお、基準により装備が求められている物品を優先的に新規配備及び老朽更新していく。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

消防団充実強化法に基づき装備の基準の定めにある装備の充実強化を図った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 消防団充実強化法に基づく装備が必要なため、市が主体で事

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 業を進めるべきである。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の感染防止対策のため装備品の増強を図れたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,201 △1,220 7,962 97.09
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△17.48

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.22

％ 10万円 1.26 103.28

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
消防団の活動及び装備の充実強化に向けて必要不可欠な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2117 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防団体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防団の装備の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,252 千円 (うち人件費 3,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 8,201 千円 (うち人件費 3,480 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

消防団員の確保に取り組むとともに、市民の防火・防災意識を一層高めるため、消防団や女性防火クラブな 　平成２５年１



細動器（ＡＥＤ）設置施設登録要綱に基づき、市内におけるＡＥＤ設置施設の拡大を
施策目的・

(2)目的 図ります。また、市民自身の救命率を高めるため、応急手当や救命講習などの講習会を充実させていきます 事業目的 図り、これを公表及び表示し市民に周知を図ることにより周辺での救命事案発生時に備え、救命率の向上を
展開方向

。さらに、緊急性のない救急出動については民間の活用を促すとともに、適切な救急要請を行うようＰＲに 図ることを目的とする。
市民が市民を救うことを基本的な理念として、人命救助の思想を普及するとともに、心肺停止者の救命率向 年間を通し民間事業者等にＡＥＤの設置および設置している施設に対し、使用・貸出に理解と協力を得る。
上を図るため、公共施設や民間施設へのＡＥＤの設置促進しＡＥＤの必要性や有効性の普及啓発を図る。更 また、市の役割として我孫子市自動体外式除細動器（ＡＥＤ）貸出要綱を策定し、イベント等に対しＡＥＤ
なる救命率の向上のため、市内２４時間営業のコンビニエンスストアへのＡＥＤ設置を継続する。また、我 当該年度 の貸出を実施する。
孫子市自動体外式除細動器（ＡＥＤ）貸出要綱に基づき、ＡＥＤの貸し出しを実施する。 執行計画 更なる救命率向上のため、平成３０年度より市内の２４時間コンビニエンスストアへＡＥＤを設置。今後、

(3)事業内容 内　　容 ＡＥＤを効果的に使用するため救命講習会の受講促進、応急手当の必要性や有効性の普及啓発を推進する。 増加店舗にもＡＥＤを設置する。
（平成３１年度現在、３６店舗に設置。）
ＡＥＤ設置事業所（公共施設含む）数 想定値 220当該年度

単位 施設
活動結果指標 実績値 242

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子市自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置施設登録要綱に適合した事業者等を登録する。 直接 ＡＥＤ設置事業所（公共施設含む）数 施設 210 220

令和 3年度 我孫子市自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置施設登録要綱に適合した事業者等を登録する。 直接 ＡＥＤ設置事業所（公共施設含む）数 施設 220

令和 4年度 我孫子市自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置施設登録要綱に適合した事業者等を登録する。 直接 ＡＥＤ設置事業所（公共施設含む）数 施設 220

民間事業者に対し、自己負担において設置又は設置している施設に対し使用・貸出について理解と協力を得る必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ＡＥＤ設置及び登録（事業所） ＡＥＤ設置及び登録（事業所） ＡＥＤ設置及び登録（事業所） ＡＥＤ設置及び登録（事業所）
コンビニＡＥＤ設置事業 コンビニＡＥＤ設置事業 コンビニＡＥＤ設置事業 コンビニＡＥＤ設置事業
使用料及び賃借料 1,247 使用料及び賃借料 1,130 1,130 使用料及び賃借料 1,130 使用料及び賃借料 1,130

AED設置促進業務を行う1号嘱託職員 ＡＥＤ設置促進業務を行う
2,172千円×0.4人 869 パートタイム会計年度任用職員 0.4人

（事務補助職員）1,985千円×0.4人
実施内容 当初(794)減額補正(0)

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,116 合　　計 1,130 1,130 合　　計 1,130 合　　計 1,130
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,116 1,130 1,130 1,130 1,130

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,200 2,175 2,175 2,175 2,175

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 869 0 0 869 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,316 3,305 3,305 3,305 3,305
(11)単位費用

19.62千円／施設 15.02千円／施設 13.66
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

全国では、病院以外で約２万人が突然の心肺停止で亡くなっており、この数は、交通事故死の約４倍にもなっている。心 ●①事前確認での想定どおり
臓発作などによる心肺停止に対する救命処置としては、心肺蘇生法に併せてＡＥＤの効果的な活用が有効と言われている ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 。ＡＥＤが一般人（非医療従事者）でも使用できるようになり、心肺停止に対する心肺蘇生法に併せた活用で救命実績が ○要
   背景は？(事業の必要性) 報告されている。救命率の更なる向上を図るためには、官民一体となりＡＥＤの設置促進や普及啓発を実施する必要があ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

る。また、平成２９年４月１日より「千葉県ＡＥＤの使用及び心肺蘇生法の実施を促進する条例」が施行され、ＡＥＤ及 救急救助体制を強化するため、一般市民の応急手当普及啓発と共に市内事業所にＰＲした。
び心肺蘇生補の普及促進・効果的効率的なＡＥＤの設置・配置の促進が示されている。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主体となり推進していく事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 民間事業者と協力し、ＡＥＤ設置促進を図り救命率の向上に 今後も事業所に協力を求めていく。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り つなげる。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(施設) 目標値(b)(施設) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(施設) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
210 220 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ＡＥＤを設置している事業者に理解、協力を得られ、目標を達成することができ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 242 110

た。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,305 1,011 3,305 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

23.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.66

施設 10万円 7.32 109.91

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
年間をとおし民間事業者に対し、ＡＥＤの設置及び使用について理解と協力が得られるように努力してきた。また、ＡＥＤをリース契約し、市
内のコンビニエンスストアに配置した。今後も市の役割として推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2173 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 救急・救助体制の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 ＡＥＤ設置促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,099 千円 (うち人件費 2,175 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,305 千円 (うち人件費 2,175 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70202 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

救急救助体制を強化・充実するため、人員の養成や装備の増強などに努めるとともに、広域での連携強化を 我孫子市自動体外式除



生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 　災害の態様は複雑で大規模化している。又、災害現場での消防活動も多様化しており、災害に対しより迅
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 速かつ的確に対応できる広域的な災害活動を可能とするため、千葉北西部１０市により消防緊急通信指令セ
展開方向

ンターを共同整備し、共同運用する。
　平成２８年８月１日に松戸市ほか９市消防指令事務協議会が設置され、ちば北西部消防指令センター運用 　人口規模２４０万人に対応可能な消防指令システムを構築し、令和３年２月からの運用開始に向けて、共
開始に向けた準備を進めています。 同指令センター整備計画に基づき、事業を進めていきます。
　平成３１年４月には共同部分の整備が開始され、指令管制システムの入札が実施されました。 当該年度 　また、新型コロナウイルス感染症を防ぐ執務環境を整えるため、既設通信設備を消防本部庁舎１階から３
　また、定期的に各作業部会を開催し運用開始に向けた詳細についての検討を実施しています。 執行計画 階に移設します。

(3)事業内容 内　　容 　なお、令和３年２月から、ちば北西部消防指令センターは運用開始を予定しており、指令管制システムの
個別部分の整備を進めて行きます。

１０市の共同指令センター整備計画に基づく進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 令和３年２月までに共同指令センター整備計画に基づき工事を完了し、「ちば北西部消防指令センター」の運用を開始する。 直接 １０市の共同指令センター整備計画に基づく当該年度の進捗率 ％ 100 100

令和 3年度 構成１０市での効率的な通信指令業務の運用状況 直接 共同指令センター運用に係る適正な稼働率 ％ 100

令和 4年度 構成１０市での効率的な通信指令業務の運用状況 直接 共同指令センター運用に係る適正な稼働率 ％ 100

共同運用構成１０市の現在行っている消防通信指令業務範囲及び財政状況が異なるため、調整に時間を要する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 共同指令センター整備に向けた ＊ 共同指令センター整備に向けた ＊ １０市消防通信指令業務負担金 15,890 １０市消防通信指令業務負担金 17,472
協議・検討 協議・検討 ＊ 債務負担行為設定（2021～2030年度） 債務負担行為設定（2021～2030年度）

＊ 債務負担行為設定（2021～2030年度） ＊ 消防指令管制システム（個別）賃貸借 58,000 消防指令管制システム（個別）賃貸借 58,000
＊ 消防指令管制システム（個別）賃貸借 9,667 9,375 ＊ 研修旅費 4 研修旅費 4
＊ 研修旅費 61 39 ＊ 消耗品 756 消耗品 756
＊ 消耗品 340 311 ＊ 燃料費 14 燃料費 14
＊ 燃料費 14 0 ＊ 修繕料 150 修繕料 150

実施内容 ＊ 修繕料 50 0 ＊ 通信運搬費 2,867 通信運搬費 2,867
＊ 通信運搬費 884 523 ＊ 施設設備等保守点検委託 73 施設設備等保守点検委託 73

(8)施行事項
費　　用 ＊ 施設設備等保守点検委託 73 0 ＊ 通信端末ソフト使用料 799 通信端末ソフト使用料 799

＊ 通信端末ソフト使用料 284 147 ＊ 研修負担金 330 研修負担金 330
＊ 指令・通信運用資機材購入費 6,056 3,693
＊ 研修負担金 660 660

普通旅費 13 5
＊ 消防・救急無線設定業務委託料 83 83

通信・指令機器移設工事費 10,450 10,450
当初（０）予備費増額（10450）
通信運用資機材購入費（３月補正） △2,250

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 26,385 25,286 合　　計 78,883 合　　計 80,465
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 10,450 10,450 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 15,935 14,836 78,883 80,465

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.48 0.54 0.54 6.12 6.12
正職員人件費 4,224 4,698 4,698 53,244 53,244

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,224 31,083 29,984 132,127 133,709
(11)単位費用

42.24千円／％ 310.83千円／％ 299.84
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　災害対応は複雑で大規模化している。又、災害現場での消防活動も多様化しており、近隣市町に対し迅速かつ的確な広 ●①事前確認での想定どおり
域応援を要請しなければならない等、既存の消防本部では十分対応が出来にくい状況が現実なものとなってきている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　指令センターを共同運用することで、消防本部の管轄を超えた広域的な運用が可能となり、大規模災害等に対し、迅速 ○要
   背景は？(事業の必要性) かつ的確な対応が図れる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

松戸市ほか９市消防指令事務協議会作業部会において、構成市の指令センター共同運用に関する状況の把握及び通信技術
に関する情報の収集と調整が図れた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 指令センターの10市共同運用のため、市が主導で進めなけれ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ば実効性が確保することはできない
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ちば北西部消防指令センターが運用開始となり、不備なく稼働している。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 31,083 △26,859 29,984 96.46
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△635.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.32

％ 10万円 0.33 103.13

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、施策の実現に向けて重要な事務事業であるため、今後も現状どおり推進していく

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2237 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 千葉北西部１０市消防通信指令業務の共同運用 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 千葉県・県内１０市消防本部（県北西部） ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 11 人 (換算人数 0.54 人）
(1)事業概要

(当　初) 22,883 千円 (うち人件費 4,698 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 31,083 千円 (うち人件費 4,698 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の



充実し、近隣自治体や関係団体 　災害の態様は複雑で大規模化している。又、災害現場での消防活動も多様化しており災害に対し、より迅
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 速かつ的確に対応できる体制を確保するため、両市において消防通信指令業務の共同運用を実施する。
展開方向

　柏市及び我孫子市における複雑多様化する消防需要に広域的に対応し、消防サービス高度化を図るため、 　迅速な災害対応を可能とするために、必要な消防水利、災害弱者、危険物情報等、消防活動支援情報を活
消防通信指令施設において行う消防通信指令に関する事務を共同して管理及び執行することを目的とする。 動部隊に提供するため、通信指令機器の維持管理及びデータ更新を行う。
今後の事業予定 当該年度  また、令和３年１月にちば北西部消防指令センターに切替わります。
・令和３年度　施設等の解体及び処分 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・令和４年度　協議会の解散

効率的な共同運用の達成 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ちば北西部消防指令センター切替まで効率的な共同運用状況 直接 正確な災害情報の収集 ％ 100 100

令和 3年度 柏市との協議会解散作業 直接 柏市との協議会解散作業進捗状況 ％ 100

令和 4年度 柏市との協議会解散作業 直接 柏市との協議会解散作業進捗状況 ％ 100

行政区域を超えた対応が必要なため、両市職員間の連携を密に対応を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信消耗品 80 通信消耗品 60 0 共同運用負担金 3,030 柏市との協議会解散に係る議会承認 0
共同運用負担金 29,232 共同運用負担金 22,505 21,329 ＊ データ移行及び解体作業 10,000 （１２月）
負担金（債務負担H28年度～H31年度） 17,820 ＊ 解体処分費 5,000 柏市との協議会解散による県の届出 0

（１月～２月）
柏市との協議会解散（３月） 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 47,132 合　　計 22,565 21,329 合　　計 18,030 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 47,132 22,565 21,329 18,030 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 6.12 6.12 6.12 0.48 0.48
正職員人件費 53,856 53,244 53,244 4,176 4,176

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 100,988 75,809 74,573 22,206 4,176
(11)単位費用

1,009.88千円／％ 758.09千円／％ 745.73
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　災害の態様は複雑で大規模化している。又、災害現場での消防活動も多様化しており、消防本部間をまたがった広域的 ●①事前確認での想定どおり
な運用が可能となり、災害に対しより迅速かつ的確に対応できる体制を確保するため。又、共同運用により行財政上の効 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 果が見込まれる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

複雑多様化する災害への出場及び近隣市との応援協定に基づく出場を、迅速かつ的確に対応するため事業が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が当該区域における消防業務において果たすべき責任を有

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 しているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初の計画に基づき、機器の維持管理を行い、遅延することなく消防活動用支援
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

情報の提供を行うことができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 75,809 25,179 74,573 98.37
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

24.93

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.13

％ 10万円 0.13 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
指令センターの円滑な運用は必要不可欠であり、重要な事務事業であるため、今後も現状どおり推進していく。
　※令和３年２月から　ちば北西部１０市にて共同指令センター運用開始

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2238 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 柏市・我孫子市消防通信指令業務の共同運用 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 柏市・我孫子市消防通信指令事務協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 6.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 75,809 千円 (うち人件費 53,244 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を



どの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 消防・救急無線施設は各消防本部が単独で整備し運用することが原則とされてきたが、大規模災害など広域
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 的な活動が求められたことから、県域を１ブロックとして、千葉県内の全消防本部共有で整備をし、平成２
展開方向

５年４月１日から運用開始した消防救急無線設備は、消防・救急活動を支援する必要かつ重要なものであり
　消防・救急無線の高度化、消防救急活動において傷病者情報等の伝送を行う等、個人情報の保護の観点か 「千葉県消防救急無線広域化・共同化及び消防指令業務共同運用推進整備計画」に基づく共通波（統制波・
ら、より秘匿性を向上させた通信の必要性、及び現アナログ無線方式の使用期限を平成２８年５月３１日ま 主運用波）での県域１ブロックとするデジタル無線共同設備及び市消防本部が活用する市町村波（活動波）
でとする電波法関係審査基準の改正により、デジタル無線方式に移行されたことから「千葉県消防救急無線 当該年度 デジタル無線設備の管理業務を行う。
広域化・共同化及び消防指令業務共同運用推進整備計画」に基づき、平成２０年度から千葉県及び県内３１ 執行計画 　使用禁止となったアナログ無線基地局の撤去を行う。

(3)事業内容 内　　容 消防本部での共同整備計画が進められ、各消防本部が整備する車載無線等の移動局を含めた全体整備が完了 　電波法関係審査基準の一部改正に伴い、署活動用無線機を整備する。
し平成２５年４月１日から運用を開始した。 　また、平成２９年２月２日付で消防救急デジタル無線機器の製造販売業者に対し、独占禁止法の規定に基
　平成２５年度からは、消防・救急活動を支援する必要かつ重要な消防救急無線設備を常に万全の状態に維 消防救急デジタル無線の保守設備 想定値 100当該年度
持する。 単位 ％

活動結果指標 実績値 100　なお、旅費・消耗品・修繕料・消防救急デジタル無線保守点検委託については№９４２消防装備の維持管

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防・救急活動を支援する必要かつ重要な消防救急デジタル無線設備を維持管理し、常に万全の状態を保つ。 直接 消防救急デジタル無線の保守整備 ％ 100 100

令和 3年度 消防・救急活動を支援する必要かつ重要な消防救急デジタル無線設備を維持管理し、常に万全の状態を保つ。 直接 消防救急デジタル無線の保守整備 ％ 100

令和 4年度 消防・救急活動を支援する必要かつ重要な消防救急デジタル無線設備を維持管理し、常に万全の状態を保つ。 直接 消防救急デジタル無線の保守整備 ％ 100

本市の財政状況に関わりなく、負担割合により負担金額が決定される。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消防救急無線設備の整備及び管理に 5,232 消防救急無線設備の整備及び管理に 5,232 5,016 消防救急無線設備の整備及び管理に 5,232 消防救急無線設備の整備及び管理に 5,232
関する事務に要する市町村負担金 関する事務に要する市町村負担金 関する事務に要する市町村負担金 関する事務に要する市町村負担金
旅費 13 旅費 13 0 旅費 13 旅費 13

消耗品費 263 219 消耗品費 263 消耗品費 263
修繕料 170 128 修繕料 170 修繕料 170
消防救急デジタル無線保守点検委託 2,407 2,393 消防救急デジタル無線保守点検委託 2,407 消防救急デジタル無線保守点検委託 2,407

＊ 指令・通信運用資機材購入費 1,078 993 無線局再免許申請委託 571 債務負担行為設定（未定）
実施内容 弁護士相談報償費 4 4 ＊ 消防用基地局無線機撤去廃棄委託 1,315

（当初予算０予備費増額分４） 債務負担行為設定（未定）
(8)施行事項

費　　用 弁護士委託料 929 929
（当初予算０予備費増額分９２９）
債務負担行為設定（未定）

予算(決算)額 合　　計 5,245 合　　計 10,096 9,682 合　　計 9,971 合　　計 8,085
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,245 10,096 9,682 9,971 8,085

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.06 0.32 0.32 0.06 0.06
正職員人件費 528 2,784 2,784 522 522

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,773 12,880 12,466 10,493 8,607
(11)単位費用

57.73千円／％ 128.8千円／％ 124.66
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防救急デジタル無線設備は、大規模災害など広域的な活動に対応するため県域を１ブロックとして、千葉県内の全消防 ●①事前確認での想定どおり
本部共同で整備をし、平成２５年４月１日から運用開始したもので、消防・救急活動を支援する必要かつ重要なものであ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ り、常に万全の状態に維持する。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

千葉県消防救急無線広域化・共同化及び指令業務共同運用推進整備計画に基づき整備が図れ、常に広域的な通信基盤の強
化が万全の状態で維持されている。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 該当なし
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

整備計画に基づき整備が完了し、運用されている。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,880 △7,107 12,466 96.79
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△123.11

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.78

％ 10万円 0.8 102.56

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施策の実現のためには効果的な事務事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2239 課コード 1003 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・警防課

個別事業 消防・救急無線（デジタル化）広域化及び共同化整備事業 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 千葉県・千葉県市長村総合事務組合・県内全消防本部 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,876 千円 (うち人件費 2,784 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 12,880 千円 (うち人件費 2,784 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害な


